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令和６年度決算についての会計管理者・部局長説明要旨
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令和６年度決算についての会計管理者説明要旨

令和６年度秋田県一般会計及び特別会計の歳入歳出決算について、その概要をご説明申し上げます。

はじめに、一般会計についてでありますが、

予算現額 ７，４４２億７，４２８万円に対し

歳入決算額は ６，４８７億８，５７１万円

歳出決算額は ６，３２８億１，１５４万円でありまして

差し引き １５９億７，４１７万円の剰余金が生じました。

この額から翌年度へ繰り越すべき財源６０億１，８５１万円を差し引いた実質収支額は、９９億５，５６６万

円となっております。

この決算規模を前年度と比較しますと、歳入においては１８３億２，８３８万円、歳出においては１９２億１，

８３７万円それぞれ増となっております。

次に、歳入決算の内容についてでありますが、

予算現額 ７，４４２億７，４２８万円に対し

調定額は ６，５５５億２，４５７万円
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収入済額は ６，４８７億８，５７１万円となっており

予算現額に対する収入率は８７．２パーセント、調定額に対する収入率は９９．０パーセントで、不納欠損額は

５，８６４万円、収入未済額は６６億８，０２２万円となっております。

予算現額に対する収入済額の増減の主なものについて申し上げますと、増となったものは、地方交付税１８億

８，８５４万円、県税２億８，５００万円、地方譲与税１億５，０１８万円などでありますが、これは、いずれ

も実績増によるものであります。また、減となったものは、国庫支出金５６２億５，０６１万円、県債３６３億

８，５７０万円、分担金及び負担金２３億７，１５３万円などでありますが、これは、主として繰越明許費など

繰越事業の未収入特定財源として翌年度へ繰越しされたことによるものであります。

次に、歳出決算の内容についてでありますが、

予算現額 ７，４４２億７，４２８万円に対し

支出済額は ６，３２８億１，１５４万円

翌年度繰越額は ９４３億４，２８８万円となっており

予算現額に対する支出率は、８５．０パーセントとなっております。

また、不用額は１７１億１，９８６万円でありますが、負担金補助及び交付金の実績減等により生じたもので

あります。
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次に、特別会計について申し上げます。

証紙特別会計など１７会計でありますが、その合計額について申し上げます。

予算現額 ２，９２２億６，５２２万円に対し

歳入決算額は ２，９５９億６，８２８万円

歳出決算額は ２，８６８億２，７８２万円でありまして

差し引き ９１億４，０４６万円の剰余金が生じました。

歳入につきましては、予算現額に対し１０１．３パーセントの収入率となっております。

歳出につきましては、予算現額に対し９８．１パーセントの支出率で、翌年度繰越額は１２億９，７９３万円、

不用額は４１億３，９４７万円となっております。

以上が、令和６年度決算の概要であります。
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令和６年度決算についての総務部長説明要旨

令和６年度総務部関係一般会計及び特別会計の歳入歳出決算について、その概要をご説明申し上げます。

はじめに、一般会計歳入についてでありますが、予算現額４，１８４億９９５万円、収入済額４，１８６億６９５

万円で、１００．１パーセントの収入率となっております。

次に、一般会計歳出についてでありますが、予算現額１，７６５億８，５４９万円、支出済額１，７２９億８，０

７５万円で、９８．０パーセントの支出率となっております。

この予算の執行に伴い実施いたしました主要事業の概要は次のとおりであります。

行政サービスの提供のあり方検討につきましては、「人口減少時代における持続可能な行政サービスの提供のあり

方に関する有識者会議」からの提言を踏まえ、地域振興局の個別業務の見直しに取り組み、喫緊の課題である「環境

・食品衛生」と「動物愛護等」の業務において、専門職員の集中配置による業務体制の強化を図りました。

また、持続的・安定的な行政運営体制の構築に係る取組と一体的に検討を進めるため、「行政経営戦略本部」にお

いて、公共施設等総合管理計画の改訂に向けて、公共施設等の所管部局とあり方の方向性や進捗状況を確認しました。

（支出済額 ３３８万円）

職員の人材育成につきましては、県・市町村等職員を対象に多様な研修機会を提供し、役職等に応じて求められる
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知識・技能等の修得や、政策立案等に必要な能力の向上を図りました。 （支出済額 ３，２７３万円）

個人住民税等の収入確保につきましては、滞納整理の支援と市町村税務職員の賦課徴収技術の維持・向上のため、

滞納整理等に係る各種研修や徴収困難事案に係る相談対応を実施し、相談事案については質疑応答集として各市町村

へ共有しました。 （支出済額 ５０万円）

広報・広聴の推進につきましては、幅広い年代層に県政情報を分かりやすく伝えるため、全戸配布広報紙や新聞、

テレビ、ラジオのほか、美の国あきたネットやソーシャルメディアといったインターネット媒体を組み合わせ、クロ

スメディアによる広報活動を行ったほか、令和６年５月に運用を開始した県公式ＬＩＮＥにより、クマや災害等の緊

急情報など情報発信の充実を図りました。

また、県民からの提言や意見等を施策推進や業務改善に生かすため、知事への手紙や県民行政相談員制度による広

聴活動を実施しました。

さらに、情報公開や個人情報の開示を適切に行い、透明性の高い県政の推進に努めました。

（支出済額 １億１，９６１万円）

強靱な県土の実現と防災力の強化につきましては、自主防災組織育成指導者研修会の開催や県防災アドバイザーの

派遣、自主防災組織リーダー等スキルアップ研修会を通じ、地域防災を担う自主防災組織のリーダー等に求められる

専門的知識や実務能力の習得を促進することにより、地域防災力の向上を図りました。 （支出済額 ３８４万円）
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消防・防災・危機管理体制の充実につきましては、消防体制を充実・強化するため、消防学校での研修等を通じて、

消防団員の教育訓練を実施し、防災知識の習得と消防技術の錬磨を図りました。

また、令和６年９月１日に約５０機関・７５０名が参加する「県総合防災訓練」を実施し、防災関係機関の災害対

応力の向上と、県民の防災意識の高揚及び防災知識の普及を図りました。

さらに、消防防災ヘリコプター「なまはげ」を遭難者の捜索や、救助・救急搬送等として７３回運航し、２９人の

救助及び救急搬送を行ったほか、県内市町村の避難所において、良好な生活環境が確保されるよう、避難所の運営マ

ニュアルの策定指針等を作成し、市町村への情報共有を図りました。 （支出済額 ８億８，４６６万円）

次に、事故繰越しでありますが、災害対応力強化事業について、トイレカーの完成検査で不備が認められたことに

より２，３９０万円を翌年度に繰り越しております。

次に、不用額についてでありますが、総額３５億８，０８４万円でありまして、その主なものは、地方消費税交付

金の実績減による１５億２，７７５万円、地方消費税清算金の実績減による９億２，９８３万円であります。

次に、公債費管理特別会計について申し上げます。

予算現額は１，８４６億３，９３２万円であり、歳入につきましては、収入済額１，８４６億３，５４６万円で、

９９．９パーセントの収入率となっております。

また、支出済額は１，８４６億３，５４６万円でありまして、支出率は９９・９パーセントであります。
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この予算の執行の概要は、県債の償還等を行ったものであります。

不用額は、３８６万円であります。

次に、財産についてでありますが、決算年度末現在の状況を申し上げますと、

有 価 証 券 ７，０００万円（決算年度中増減なし）

出資による権利 ２１億２，３００万円（決算年度中増減なし）

債 権 １億 ２０３万円（決算年度中 １，８６９万円の増）

基 金 ７３０億６，８９８万円（決算年度中 １億２，３５３万円の増）

となっております。

以上が、総務部関係の決算の概要であります。

- 9 -



令和６年度決算についての企画振興部長説明要旨

令和６年度企画振興部関係一般会計及び特別会計の歳入歳出決算について、その概要をご説明申し上げます。

はじめに、一般会計歳入についてでありますが、予算現額２１億４，５３０万円、収入済額２１億３，３２２万円

で、９９．４パーセントの収入率となっております。

次に、一般会計歳出についてでありますが、予算現額４７億８３４万円、支出済額４５億５，０８７万円で、９６．

７パーセントの支出率となっております。

この予算の執行に伴い実施いたしました主要事業の概要は次のとおりであります。

デジタル・ガバメントの推進につきましては、申請・届出手続のオンライン化に必要な作業を軽減する新たな電子

申請システムを導入することにより、オンライン化された手続を増やし、県民の利便性の向上につなげたほか、令和

６年度から運用を開始した「庁内データラボ環境」を活用するとともに、より高度な分析スキル蓄積を目指した実践

的な研修カリキュラムを提供し、オープンデータ化を推進しました。

また、本庁舎等の行政情報ネットワークを無線ＬＡＮ化し、併せて職員用端末をノートパソコンとしたほか、希望

する職員全員がテレワークを行える環境を整備することにより、自席にとらわれない多様な働き方を推進しました。

（支出済額 ６億３，２７５万円）
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県・市町村間の協働の推進につきましては、秋田県・市町村協働政策会議を開催し、女性・若者の県内定着・回帰

に向けた取組や災害廃棄物の円滑な処理に向けた連携強化について合意したほか、行政サービスの提供のあり方に係

る検討状況やツキノワグマ対策等について迅速な情報共有を図り、県・市町村の効果的な連携を実現しました。

（支出済額 １１万円）

県民の国際理解の促進と多文化共生の推進につきましては、県民の国際理解の促進を図るため、国際交流員による

国際理解講座等を４７回開催したほか、海外交流の架け橋となる人材の育成を目的に、甘粛省から研修員１名、ブラ

ジル及びアルゼンチンから各１名の研修員を受け入れ、秋田県立博物館や秋田県埋蔵文化センター等で研修を実施し

ました。

また、県内在住外国人の安全・安心で暮らしやすい環境を確保するため、秋田県国際交流協会内に設置した秋田県

外国人相談センターや地域振興局単位に配置した地域外国人相談員が、在住外国人の様々な生活相談等に適切に対応

しました。 （支出済額 ４，７９１万円）

情報通信インフラ等の整備の促進につきましては、ＤＸ推進の基礎となる５Ｇなどの高速通信基盤を「基幹的な公

共インフラ」と位置づけ、地域格差が生じることのないよう国の責任において通信事業者による整備を促進するよう

要望活動を行ったほか、高齢者のデジタル活用を推進するため、スマートフォン操作体験会等を全市町村で計２３０

回開催しました。
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また、先進技術に関する県民の理解促進を図るため、ＶＲ（仮想現実）やＡＲ（拡張現実）、生成ＡＩワークショ

ップ等のデジタル技術を体験できるイベントを県内３か所で開催しました。 （支出済額 １，９５５万円）

次に、継続費逓次繰越でありますが、新財務会計システム構築事業について、事業の進捗による調整を要したこと

により７，１５０万円を翌年度に繰り越しております。

次に、不用額についてでありますが、総額８，５９７万円でありまして、その主なものは、知事選挙費の実績減に

よる１，２６０万円であります。

次に、市町村振興資金特別会計について申し上げます。

予算現額は２３億２，０６０万円であり、歳入につきましては、収入済額２３億２，０６０万円で、１００．１パ

ーセントの収入率となっております。

また、支出済額は２２億３，３５０万円でありまして、支出率は９６．２パーセントであります。

この予算の執行の概要は、市町村等の社会資本の整備や地域の特色を活かした自主的・主体的な地域づくりを推進

するための各種整備事業等に対し、秋田市ほか８市町村に対し、市町村振興資金を貸し付けたほか、一般会計への繰

出しを行ったものであります。

次に、不用額についてでありますが、８，７１０万円でありまして、貸付実績等の減によるものであります。

次に、財産についてでありますが、決算年度末現在の状況を申し上げますと、

- 12 -



有 価 証 券 ５，０００万円（決算年度中増減なし）

出資による権利 １７億４，６００万円（決算年度中増減なし）

債 権 １０４億２，１１６万円（決算年度中 ５億７，２２４万円の減）

となっております。

以上が、企画振興部関係の決算の概要であります。
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令和６年度決算についてのあきた未来創造部長説明要旨

令和６年度あきた未来創造部関係一般会計の歳入歳出決算について、その概要をご説明申し上げます。

はじめに、歳入についてでありますが、予算現額８億７，４８８万円、収入済額７億７，７７７万円で、８８．９

パーセントの収入率となっております。

次に、歳出についてでありますが、予算現額１１８億８，２０６万円、支出済額１１５億９２０万円で、９６．９

パーセントの支出率となっております。

この予算の執行に伴い実施いたしました主要事業の概要は、次のとおりであります。

新たな人の流れの創出についてでありますが、首都圏等からの移住の促進につきましては、「あきた暮らし交流拠

点センター（アキタコアベース）」における相談対応や、市町村や関係機関と連携した情報発信等の取組を行ったこ

とにより、移住者数は７８２人と目標である７５０人を上回ったものの、前年実績を５２人下回りました。

（支出済額 ２億２７７万円）

人材誘致の推進と関係人口の拡大につきましては、リモートワークパートナー企業の認定や、企業・社員世帯に対

する支援を行うとともに、リモートワーカーに対するプロモーション等を実施したことにより、パートナー企業は

７０社と前年から２８社増加しました。
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また、首都圏等在住者との現地交流を通じた関係人口の受入態勢整備を新たに２町村で実施したほか、「あきた暮

らし交流拠点センター（アキタコアベース）」において、地域の魅力あるコンテンツをテーマとしたセミナーを計８

回開催し、関係人口の拡大を図りました。 （支出済額 ３，９５１万円）

若者の県内定着・回帰の促進につきましては、県内外の学生と企業のマッチングイベントを開催したほか、就活情

報サイト「ＫｏｃｃｈＡｋｅ！(こっちゃけ)」による県内企業情報の発信や、大学生等と県内で働く先輩社会人との

交流会の開催など、就職活動の早い段階で、秋田での暮らしや就職を考える機会を提供しました。

（支出済額 ３億４，９２６万円）

結婚・出産・子育ての希望がかなう社会の実現についてでありますが、結婚・出産・子育てを前向きに捉える気運

の醸成につきましては、自らのライフプランを考えることにより、結婚・出産・子育てに前向きな気持ちと本県への

愛着を育むため、小学生、中学生、高校生それぞれの段階に応じた副読本を配布したほか、大学生向けライフデザイ

ン講座の実施や若年社会人へのリーフレット配布により、自身の理想のライフプランへの意識形成を図りました。

（支出済額 ７，６７０万円）

出会い・結婚への支援につきましては、婚活を前提とした出会いイベントには参加しづらいとの声があることから、

趣味や各種体験等を切り口とした男女が気軽に参加できるイベントを開催するなど、より自然に異性と出会える機会

を提供したほか、規模を拡大したセミナー付き交流会も実施しました。また、あきた結婚支援センターにおいては、
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ＡＩマッチングシステムと結婚コーディネーター職員の支援等により、成婚報告者数は９１人となりました。

（支出済額 ３，４９８万円）

安心して子育てできる体制の充実につきましては、多子世帯における子どもの進学時の経済的不安を解消するため、

所得制限のない、家計の負担のピークに合わせて借りられる奨学金の貸与を行いました。

また、地域の実情やニーズに応じて様々な子育て支援の担い手となる人材を確保するため、子育て支援員や放課後

児童クラブに従事する職員を対象とした研修を実施したほか、子育てに係る経済的負担の軽減を図るため、保育所等

に入所する乳幼児延べ１２，４０２人に対する保育料助成や、延べ１５，６２２人に対する副食費助成を実施しまし

た。 （支出済額 ２０億５，１１０万円）

女性・若者が活躍できる社会の実現についてでありますが、男女共同参画の推進につきましては、県民の意識醸成

のためのイベントを開催したほか、地域における男女共同参画の活動を促進するため、男女共同参画センターやあき

たＦ・Ｆ推進員、地域の女性人材を対象とした連携会議を開催し、相互連携のためのネットワーク構築、強化を図り

ました。 （支出済額 ５７２万円）

あらゆる分野における女性の活躍の推進につきましては、女性の挑戦や活躍への意識改革を促進するため、相互研

鑽の場を提供する官民一体のラウンドテーブルを６回開催したほか、企業を対象に、女性が働きやすい職場環境整備

等への助成や、企業経営者の理解促進を図るため、ＳＮＳなど様々なメディアを活用した好事例の情報発信や研修会
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を実施しました。 （支出済額 ８８２万円）

若者のチャレンジへの支援につきましては、青少年問題について考え、行動する契機となるよう、青少年健全育成

秋田県大会等を開催したほか、あきた若者サポートステーションにおける職場体験やジョブトレーニング等の就業支

援や、社会的自立に困難を抱える若者やその家族が交流する場である「若者の居場所」における社会貢献活動への参

加を支援した結果、５１人の若者が進路決定に結びつきました。

また、若者の夢の実現に向けた取組に対する支援や専門家からのアドバイスを実施したほか、地域活動に意欲のあ

る若者同士の交流会の開催などにより地域づくり活動を支援しました。 （支出済額 ４，５２９万円）

変革する時代に対応した地域社会の構築についてでありますが、優しさと多様性に満ちた秋田づくりにつきまして

は、差別等の解消に関して複数のメディアを活用した広報・啓発を実施したほか、ＳＤＧｓ達成に向けた取組の普及

や取組内容の高度化を促進するため、「あきたＳＤＧｓアワード２０２４」を実施しました。

（支出済額 ２，８７２万円）

地域住民が主体となった地域コミュニティづくりにつきましては、複数の集落からなる新たな生活圏の形成に向け

て、県内３市町４地域における地域運営組織の形成などへの取組に対し、地域づくりの各分野に精通した専門家を派

遣したほか、２市町において女性の参画から生まれる新たな活動やネットワークづくりを支援しました。

（支出済額 １，５３７万円）
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多様な主体による協働の推進についてでありますが、各地域振興局の「地域重点施策推進方針」に基づき、各管内

における地域課題の解決に取り組みました。

また、市民活動の活性化を図るため、県との協働により地域課題の解決に取り組むＮＰＯ等９団体を支援したほか、

市民活動サポートセンターにおいて、市民活動に関する相談対応や「市民活動情報ネット」を活用した情報発信を行

いました。 （支出済額 ７，０４８万円）

地域社会の活性化と産業振興に資する高等教育機関の機能の強化についてでありますが、多様な資源を活用した教

育・研究・社会貢献活動の促進につきましては、秋田県立大学及び国際教養大学の運営や施設設備等の整備に対して

支援を行ったほか、秋田県立大学に対し、アグリイノベーション教育研究センターにおける、企業等と連携したスマ

ート農業に係る研究、人材育成、技術開発等に要する経費を助成しました。 （支出済額 ５６億８，７７５万円）

次代を担う学生の確保と人材育成への支援につきましては、私立の大学・短期大学等が独自性を発揮し、県内産業

の即戦力となる人材の育成や学生の県内定着を図るために実施する取組に対して助成したほか、県内高等教育機関が

行う入学金及び授業料の減免に対して支援を行い、学生の経済的負担の軽減を図りました。

（支出済額 ２億５，９５７万円）

快適で暮らしやすい生活の実現についてでありますが、空き家対策の推進につきましては、空き家相談会を１３回

開催し、空き家の相続など多くの相談に専門家が対応したほか、新聞広告により空き家問題に関する普及啓発を行い、
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利活用や増加抑制に向けた取組の促進を図りました。 （支出済額 ７８９万円）

次に、繰越明許費でありますが、国際教養大学施設設備等整備事業について、年度内の事業完了が困難なことによ

り、１，４６６万円を翌年度に繰り越しております。

次に、不用額についてでありますが、総額３億５，８２０万円でありまして、その主なものは、県立大学運営事業

の実績減による４，６５８万円であります。

次に、財産についてでありますが、決算年度末現在の状況を申し上げますと、

出資による権利 ３５２億２，７５５万円（決算年度中増減なし）

債 権 ７，３６１万円（決算年度中 ３，２５８万円の減）

基 金 ８，５４０万円（決算年度中 ３，７３２万円の減）

となっております。

以上が、あきた未来創造部関係の決算の概要であります。
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令和６年度決算についての観光文化スポーツ部長説明要旨

令和６年度観光文化スポーツ部関係一般会計の歳入歳出決算について、その概要をご説明申し上げます。

はじめに、歳入についてでありますが、予算現額３９億５，６６０万円、収入済額２８億４，０３６万円で、

７１．８パーセントの収入率となっております。

次に、歳出についてでありますが、予算現額９０億３，７００万円、支出済額７５億９，４３１万円で、

８４．０パーセントの支出率となっております。

この予算の執行に伴い実施いたしました主要事業の概要は次のとおりであります。

「何度でも訪れたくなるあきた」の創出についてでありますが、自立した稼ぐ観光エリアの形成につきましては、

観光業の生産性向上を図るため、宿泊サービスの高付加価値化に向けた施設の整備について１３件、デジタル技術の

活用による経営の効率化に向けたシステムの導入について５件を支援しました。（支出済額 ５億４，１６８万円）

ターゲットの的確な把握と効果的な誘客プロモーションの展開につきましては、データに基づいた観光戦略の展開

に向けて、データ分析の共通基盤となる「秋田県観光ＤＭＰ」を管理運営し、データ提供に協力する宿泊事業者を９

２施設まで拡大したほか、大館市、横手市、鹿角市等のＤＭＯと連携し、ＤＭＰのデータを活用したエリアマーケテ

ィングの実証を行いました。 （支出済額 ３億９，１１３万円）
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時代の変化を捉えた秋田ならではのツーリズムの推進につきましては、世界自然遺産を有する１都１道４県が連携

し、世界自然遺産を活用した共同ウェブサイト等によるＰＲを行うとともに、旅行商品の造成を促進しました。

（支出済額 ４，６１０万円）

旅行者の多様なニーズに応じた受入態勢の整備につきましては、県有観光施設の安全・安心と魅力向上につながる

改修、バリアフリー観光の推進に向けた相談対応や情報提供のほか、観光案内所のコンシェルジュ機能を強化するワ

ークショップや、観光関連事業者のホスピタリティ向上セミナーを実施しました。

（支出済額 ２億４，４８３万円）

戦略的なインバウンド誘客の推進につきましては、台湾やタイを中心に、ＳＮＳや現地イベント等で情報発信を行

ったほか、台湾チャーター便については延べ３３，２７３人が利用しました。 （支出済額 ３億７，２８８万円）

「美酒・美食のあきた」の創造についてでありますが、消費者ニーズを捉えたオリジナル商品の開発と秋田の

「食」のブランド化につきましては、食品産業における県産米の活用促進を図るため設立された「あきたコメ活プロ

ジェクト推進協議会」において１４の新商品を開発したほか、首都圏等で３つの商談展示会へ出展するとともに全国

９か所で販促活動を展開しました。

また、県内食品製造業におけるＳＤＧｓの取組を推進するための技術開発や、低利用食材を活用した機能性食品素

材に係る技術営業活動を推進したほか、総合食品研究センターの研究環境の整備を図りました。
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（支出済額 １億３，２５４万円）

食品製造業の振興につきましては、人材育成講座を１６回開催したほか、業務の改善活動に取り組む食品製造事業

者１社を支援するとともに、啓発セミナーを１回開催しました。 （支出済額 ７，０１４万円）

多様な流通チャネルを活用した県産食品の販売の促進につきましては、１０４者が出展した県産食材マッチング商

談会を開催し、県内外に向けた販路開拓の機会を創出したほか、「あきた食のチャンピオンシップ２０２４」を開催

し、受賞商品のＰＲを行いました。

また、台湾やフランス、フィンランドにおける展示会等への出展を支援したほか、中国国内の現地オンラインショ

ッピングサイト向けに、県産食品の輸出を促進しました。 （支出済額 １億１，６９７万円）

秋田の「食」の魅力の発信と誘客への活用につきましては、食や観光に関わる有識者等による「食の周遊化誘客戦

略会議」を開催し、食と観光との連携による周遊化を促進しました。 （支出済額 １，１００万円）

文化芸術の力による魅力ある地域の創生についてでありますが、あきた芸術劇場を核とした文化芸術の発信とにぎ

わいづくりにつきましては、あきた芸術劇場ミルハスにおいて、県主催事業として多様なジャンルの公演等を開催し

たほか、集客力のあるアーティストやコンベンション等を誘致し、文化芸術の鑑賞の機会を提供するとともに、地域

の活性化を図りました。

また、県出身の実力派音楽家と若手音楽家等によるコンサートを開催し、１，３２７人の来場者に、質の高い音楽
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の鑑賞機会を提供し、施設の一層の認知度向上を図りました。 （支出済額 １億８，９０１万円）

文化芸術活動の促進と次代を担う人材の確保・育成につきましては、延べ１４１人が参加した青少年音楽コンクー

ルの開催など、県民の発表機会の提供や若手アーティストの活動支援、優れた作品や文化芸術活動の顕彰により活動

意欲の向上を図りました。 （支出済額 ４億２，１０８万円）

文化芸術を通じた交流人口・関係人口の拡大につきましては、文化団体が行う集客力の高い文化事業や交流人口拡

大に資する取組への支援を行ったほか、県内を代表する劇団と連携し、県外公演における魅力紹介パンフレットの配

布等や、祭り等をモチーフとしたノンバーバル（非言語型）のミュージカルをミルハスで上演し４，４５２人が来場

しました。 （支出済額 ５，４１０万円）

活気あふれる「スポーツ立県あきた」の実現についてでありますが、ライフステージに応じた多様なスポーツ活動

の促進につきましては、地域住民のための総合型地域スポーツクラブの自立的な運営を支援するため、広域スポーツ

センターの各地区担当とクラブアドバイザーが計４７回訪問し、実施種目や指導者の確保等の助言をしたほか、他ク

ラブや行政との連携方法について協議しました。

また、スポーツ科学センターにおいて健康教室・講習会等を計４８回開催し、スポーツ活動を実践する場を多くの

県民に提供しました。 （支出済額 １，３０６万円）

スポーツを通じた地域づくりと交流人口・関係人口の拡大につきましては、交流の促進や地域活性化を図るため、
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鹿角市において冬季の国民スポーツ大会スキー競技会を開催したほか、県外から多くの参加者が見込まれる

「２０２４ 北緯４０°秋田内陸リゾートカップ１００キロチャレンジマラソン」や観光融合型イベント４件、トッ

プアスリート大会３件のスポーツ大会等の開催を支援しました。 （支出済額 ２億９６６万円）

全国・世界で活躍できるアスリートの発掘と育成・強化につきましては、将来有望なアスリートを発掘・育成する

ための各種プログラムを実施したほか、各競技団体が行う選手の育成・強化・競技力向上に向けた取組を支援しまし

た。

また、ジュニア期における中高一貫の指導体制構築による競技力向上を図るため、競技団体等の意向を踏まえ、

１０競技を強化対象に指定し、優れた指導者の養成や、強化合宿・遠征などを支援しました。

（支出済額 ３億４，７６１万円）

スポーツ活動を支える人材の育成と環境の整備につきましては、円熟塾体操教室の指導者育成の研修会を８回開催

したほか、元気アップ運動認定指導者のスキル向上を目的とした研修会を２３回実施するとともに、認定指導者が紹

介する運動プログラムを撮影し、ＷＥＢ配信を行いました。

また、県有体育施設の運営や各種競技大会等を円滑に行うため、８施設において必要な整備や修繕を行ったほか、

新県立体育館の令和１０年秋の開館に向け、総合評価落札方式による一般競争入札を実施し、ＰＦＩ事業グループを

決定しました。 （支出済額 １７億１，５４３万円）
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国内外との交流と住民の暮らしを支える交通ネットワークの構築についてでありますが、幹線鉄道の整備の促進に

つきましては、秋田新幹線新仙岩トンネル整備計画の実現に向けて、機運の醸成を図るとともに、県・地元期成同盟

会・ＪＲの３者による連携協定を締結し、地域活性化や社会課題解決など、より整備効果を高める取組を推進するた

めの体制を構築しました。

また、フェリー航路の維持・拡充につきましては、貨物運賃助成等により利用促進に係る取組を行いました。

（支出済額 ９７８万円）

航空路線の維持・拡充につきましては、航空会社への要望活動や旅行商品造成支援等により、航空路線の維持が図

られたほか、大館能代空港においては、令和４年７月から羽田便が３往復運航となり、利便性が向上したことで令和

６年度の利用者が開港以来最多の１９４，６５５人となりました。 （支出済額 １億６，６０１万円）

利便性の高い地域公共交通網の形成につきましては、利用者の減少や乗務員不足を起因とするバス路線の廃止や減

便が続いている中、必要な交通ネットワークの確保に向け、市町村による乗合タクシーやデマンド交通等の代替サー

ビスの提供など、地域の実情や特性に応じた取組を支援しました。 （支出済額 ５億６，０７０万円）

第三セクター鉄道の持続的な運行と観光利用の促進につきましては、秋田内陸縦貫鉄道及び由利高原鉄道の経営安

定化や鉄道施設の安全性の向上に向けて、運営費や利用促進等に対し支援しました。

（支出済額 ６億７９２万円）
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生涯にわたり学び続けられる環境の構築についてでありますが、多様な学びの場づくりにつきましては、「読んだ

ッチリレー文庫」の設置により、子どもの読書環境の充実を図ったほか、「県民読書の日」に合わせたトークイベン

トなどの実施により、県民が読書に親しむ機運の醸成を図りました。

（支出済額 １，４３８万円）

次に、繰越明許費でありますが、総額１１億１，３１８万円であり、この内訳は、

観光施設魅力向上事業 ６，１４５万円（関係機関との計画調整等に

不測の日数を要したため）

観光施設等省エネ・生産性向上事業 ４７６万円（国の補正予算に伴う補正のため）

観光人材確保支援事業 ９３３万円（国の補正予算に伴う補正のため）

宿泊事業者経営力強化支援事業 １億７，８８７万円（国の補正予算に伴う補正のため）

冬季誘客促進事業 １億７，５０７万円（国の補正予算に伴う補正のため）

食品産業価格高騰対策事業 ２，０６６万円（国の補正予算に伴う補正のため）

食品事業者ＥＣ化促進事業 １，７４８万円（国の補正予算に伴う補正のため）

大館能代空港三往復運航定着支援事業 ２，５８０万円（国の補正予算に伴う補正のため）

公共交通燃料高騰等対策事業 ３億 ３９０万円（国の補正予算に伴う補正のため）
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鉄道軌道輸送対策事業 １，０５０万円（部品の納品遅延等により

納品に不測の日数を要したため）

県有体育施設・整備改修事業 ３億 ５３６万円（国の補正予算に伴う補正のため）

となっております。

次に、不用額についてでありますが、総額３億２，９５１万円でありまして、その主なものはインバウンド拡大に

向けた誘客促進事業の実績減による５，９６６万円、観光施設魅力向上事業の実績減による４，７３３万円、冬季誘

客促進事業の実績減による２，５５２万円であります。

次に、財産についてでありますが、決算年度末現在の状況を申し上げますと、

有 価 証 券 １１億４，９０５万円（決算年度中増減なし）

出資による権利 ５，５００万円（決算年度中増減なし）

債 権 ２３億６，１０７万円（決算年度中増減なし）

基 金 １４億１，０４６万円（決算年度中 ６，７７１万円の減）

となっております。

以上が、観光文化スポーツ部関係の決算の概要であります。
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令和６年度決算についての健康福祉部長説明要旨

令和６年度健康福祉部関係一般会計及び特別会計の歳入歳出決算について、その概要をご説明申し上げます。

はじめに、一般会計歳入についてでありますが、予算現額１９７億９１４万円、収入済額１２６億９，９８０万円

で、６４．４パーセントの収入率となっております。

次に、一般会計歳出についてでありますが、予算現額９９２億４，８７７万円、支出済額９０１億５，３５５万円

で、９０．８パーセントの支出率となっております。

この予算の執行に伴い実施いたしました主要事業の概要は次のとおりであります。

健康寿命日本一の実現でありますが、健康づくり県民運動の推進につきましては、「健康寿命日本一」を目指す県

民運動を推進するため、秋田県健康づくり県民運動推進協議会において、健康づくりを実践している団体の広報活動

を実施するとともに、働き盛り世代における健康づくりを促進するため、秋田県版健康経営優良法人の拡大を図った

ほか、子ども健康会議を開催するなど県民の健康意識の醸成を行いました。 （支出済額 ３，６６３万円）

生活習慣の改善に向けた意識改革と行動変容の促進につきましては、「もう一皿野菜を食べようキャンペーン」の

実施や「秋田スタイル健康な食事」の認証を進めたほか、若い世代等における喫煙を防止するため、学校等と連携し

た啓発資材の配付や、大学生等を対象としたたばこに関する講義の実施により、正しい知識の普及啓発に取り組みま
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した。 （支出済額 ２億２，７８３万円）

特定健診・がん検診の受診の促進につきましては、かかりつけ医や歯科医、薬局等による健（検）診未受診者への

受診勧奨のほか、がん対策を推進する企業とタイアップした啓発活動や、がん検診受診者の自己負担額を無料化また

は軽減する市町村への助成などを行いました。 （支出済額 ２億１，６７１万円）

安心で質の高い医療の提供でありますが、医療を支える人材の育成・確保につきましては、一定期間の県内勤務を

条件とした医学生に対する修学資金の貸与や、あきた医師総合支援センターによる若手医師のキャリア形成支援など

を行ったほか、看護職員の確保・就業促進を図るため、ナースセンターにおいて、求人情報の提供や再就職支援研修

を実施するとともに、高度な看護技術を持つ認定看護師の養成を図る医療機関への助成などを行いました。

（支出済額 ９億２，３９２万円）

地域医療の提供体制の整備につきましては、在宅医療の充実のため、在宅医療推進センターにおいて、多職種連携

や医療のデジタル化等の推進に関する協議会に対して支援を行ったほか、訪問看護総合支援センターにおいて、事業

所の運営支援に関する相談対応等を行いました。

また、広域化した二次医療圏内で医療機関同士の役割分担と連携を強化するため、構想区域及び医療圏ごとに地域

医療構想の実現に向けた協議を行ったほか、地域医療連携推進法人の設立を促す啓発事業を実施しました。

（支出済額 １０億９４万円）
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総合的ながん対策・循環器病対策の推進につきましては、がん診療連携拠点病院等の診療機能強化に対して支援を

行うとともに、ウイッグ等医療用補正具の購入費用に助成する市町村に対して補助を行うなど、がん患者の就労や社

会参画を支援しました。

また、脳と循環器の包括的な医療を提供するため、県立循環器・脳脊髄センターの医療機器整備等に対して支援を

行いました。 （支出済額 ６０億９，００５万円）

広大な県土に対応した三次医療機能の整備につきましては、高度救命救急センター及び救命救急センターの運営に

対して支援したほか、新たに大館市立総合病院を地域救命救急センターに指定し、その運営に対して支援を行いまし

た。また、各地域で分娩できる体制を維持するため、分娩施設少数地域における中核的な病院の運営を支援しました。

（支出済額 １１億５，５７２万円）

新興感染症等に対応できる医療提供体制の確保につきましては、医療措置協定を締結する医療機関等に対し施設・

設備整備の支援を行ったほか、秋田大学の感染統括制御・疫学・分子病態研究センターの取組や感染症指定医療機関

の運営に対する支援を行いました。

また、平時の備えとして、抗インフルエンザウイルス薬の備蓄や人材育成のための研修会を実施するなど感染症対

策の強化を図りました。 （支出済額 ３億６，４８８万円）

高齢者と障害者の暮らしを支える体制の強化でありますが、介護・福祉人材の確保・育成と労働環境の改善の促進
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につきましては、中学生を対象とした「福祉の仕事セミナー」を開催し、若者の介護職や福祉職への関心を広げまし

た。

また、介護現場の生産性向上をサポートするワンストップ窓口として、「あきた介護業務「カイゼン」サポートセ

ンター」を昨年８月に開設して事業所支援を行ったほか、介護テクノロジーの導入経費について、１２９事業所に対

して助成し、サービス提供体制の効率化・高度化を促進しました。 （支出済額 １２億１，１１０万円）

介護・福祉基盤の整備につきましては、令和５年７月の大雨による浸水等の被害を受けた介護老人保健施設に対し、

災害が激甚化する中にあっても、介護サービス基盤が確保されるよう移転改築に要する経費を助成しました。

（支出済額 １９９億７，２８１万円）

医療・介護・福祉の連携の促進につきましては、地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための事業

に活用する基金の積み増し等を行いました。 （支出済額 １１億２，６８４万円）

高齢者の自立支援と介護予防・重度化防止の推進につきましては、高齢者が要介護等になることを予防するととも

に、要介護等の状態になった方も、可能な限り地域で自立した生活を営むことができるよう、市町村が行う介護予防

・生活支援サービスの提供や、地域包括支援センターの運営に対して助成を行ったほか、市町村職員に対する研修等

を通じて市町村の介護予防等の取組を促進しました。 （支出済額 ８億２，４６０万円）

認知症の人と家族を地域で支える体制づくりにつきましては、取組の核となる「チームオレンジ」設置に向けた人
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材の育成を推進したほか、「認知症施策推進ネットワーク会議」において、認知症の人やそのご家族への支援体制な

ど施策推進に係る協議を行いました。

また、県内９か所の認知症疾患医療センターにおいて、認知症の鑑別診断や診断後の家族等への相談対応を行い、

認知症に対する医療・介護提供体制の強化及び理解促進を図りました。 （支出済額 ６，５８１万円）

障害者の地域生活と社会参加に向けた環境づくりにつきましては、障害者の日常生活を支援する人材を育成する

「障害者サポーター養成講座講師育成研修」を開催したほか、障害の特性や必要な配慮の周知を図るハンドブックを

１万部作成し、県内の小中学校へ配付しました。

また、医療的ケア児及びその家族に対する支援として、秋田県医療的ケア児支援センター「コラソン」において、

相談支援やコーディネーター等養成研修を実施したほか、医療的ケア児等を対象にした多職種間の情報連携システム

「キッズ・ナラティブブック秋田」を整備しました。 （支出済額 １１５億８，６０５万円）

誰もが安全・安心を実感できる地域共生社会の実現でありますが、総合的な自殺予防対策の推進につきましては、

相談機関のネットワークである「ふきのとうホットライン」リーフレットにより周知を図ったほか、民間団体が実施

するＳＮＳによる相談や、市町村・民間団体等が行う人材育成などの事業に対して助成を行うなど、普及啓発と相談

体制の充実に努めました。

また、うつ病やその他精神疾患を早期発見し適切な精神医療へつなぐことを目的として、かかりつけ医等を対象と
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した研修会を行ったほか、児童・生徒が困難やストレスに直面した際の対処法を学ぶＳＯＳの出し方教育や、地域に

おける自殺予防人材の育成を目的とした「心はればれゲートキーパー」養成講座を実施し、累計受講者は１万４千人

を超えました。 （支出済額 ９，５８０万円）

児童虐待防止対策と里親委託の推進につきましては、児童虐待の防止や早期発見、早期解決に向けた取組として、

児童福祉司等の専門性の強化を図るための研修を実施しました。

また、里親養育を包括的に支援するフォスタリング機関に秋田赤十字乳児院を指定し、里親の普及啓発や里親を希

望する方を対象とする研修などを実施しました。 （支出済額 ２０億３，８２９万円）

子どもの貧困対策の推進と生活困窮者の自立に向けた支援につきましては、「第２次秋田県子どもの貧困対策推進

計画」に基づき、子どもの貧困対策に取り組む民間団体の活動を支援するため、「あきた子ども応援ネットワーク」

を軸に民間団体のネットワーク化を促進したほか、民間団体が行う子ども食堂等の居場所づくり等の立ち上げへの支

援を実施しました。 （支出済額 １９億１，０５２万円）

ひきこもり状態にある人を支える体制づくりにつきましては、秋田県ひきこもり相談支援センターにおいて、本人

や家族等への電話や来所相談、交流会や学習会等を開催したほか、一般企業等の協力を得て、ひきこもり状態にある

方に対し、社会参加の機会を提供するなどの支援を行うとともに、県内３地区で市町村、保健所、医療機関等で構成

する連絡協議会を開催し、関係機関の連携強化を図りました。
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また、県民公開講座や研修会の開催により、ひきこもりに関する理解の促進と普及啓発を行ったほか、令和７年度

のひきこもりに係る調査のため、官民意見交換会を実施し、調査のあり方を検討いたしました。

（支出済額 １，３２６万円）

多様な困難を抱える人への支援につきましては、家族の介護等を担うケアラーが相談しやすい環境づくりに向け、

セミナー等による普及啓発や相談援助従事者向け研修を開催したほか、「オンラインつどいの場」やＬＩＮＥ相談

「ケアラーサポート秋田」などの相談窓口を設置し、ケアラーの支援に取り組みました。

また、長期の療養を要し医療費負担が大きい指定難病患者に医療費を助成するとともに、拠点病院の連携による難

病医療提供体制整備の推進、「難病相談支援センター」による療養生活相談等の支援を行ったほか、介護負担の軽減

のため在宅難病患者の一時入院受入を促進する支援を行いました。 （支出済額 ２８０億７，１６２万円）

結婚・出産・子育ての希望がかなう社会の実現でありますが、安心して出産できる環境づくりにつきましては、

「こころとからだの相談室」による情報提供や女性特有の健康問題に関する相談支援などを行ったほか、体外受精や

顕微授精の治療費のうち、保険適用範囲を超えた部分や、先進医療による治療等に要する経費に対して、県独自の助

成を延べ４７８件行いました。 （支出済額 ５，５４５万円）

安心して子育てできる体制の充実につきましては、心身の健康保持と生活の安定を図るため、令和６年８月診療分

から乳幼児・小中学生区分の対象を高校生まで拡大するとともに所得制限を撤廃し、乳幼児及び小中高生に係る福祉
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医療費の助成を行いました。 （支出済額 ２３億９，３７３万円）

次に、予算の繰越でありますが、継続費逓次繰越２億４，３５３万円につきましては、老人福祉総合エリア改修事

業について施工計画等の調整により翌年度へ繰り越しております。

また、繰越明許費は総額４３億９，５７８万円であり、この内訳は、

医療・介護・福祉施設省エネルギー化支援事業

２億５，０６３万円（国の補正予算に伴う補正のため）

灯油購入費緊急助成事業 １億５，２６０万円（国の補正予算に伴う補正のため）

障害者県地域生活支援事業 ８５１万円（国の補正予算に伴う補正のため）

障害福祉人材確保・職場環境改善等事業 ３億５，９３４万円（国の補正予算に伴う補正のため）

老人福祉総合エリア改修事業 ２，６３９万円（適切な工期の確保により

年度内完了が困難になったため）

介護業務「カイゼン」推進事業 ２億４，０００万円（国の補正予算に伴う補正のため）

介護人材確保・職場環境改善等事業 ９億１，８５５万円（国の補正予算に伴う補正のため）

障害児・者施設整備補助事業 ６億３，４５５万円（適切な工期の確保により

年度内完了が困難になったため）

- 35 -



秋田県立医療療育センター省エネ化事業 ５，４８４万円（国の補正予算に伴う補正のため）

医療施設等物価高騰対策事業 ３億２，７３３万円（国の補正予算に伴う補正のため）

医師地域循環型キャリア形成支援システム推進事業

１，４６０万円（メーカーの製造遅延により

年度内納品が困難になったため）

社会福祉施設等（高齢者関係）災害復旧事業

１４億８４４万円（災害査定に時間を要したことにより

年度内完了が困難になったため）

となっております。

また、事故繰越しでありますが、新興感染症対策事業（新型コロナウイルス感染症分）について年度内の請求が困

難な医療機関等が発生したことから１，０１１万円を翌年度に繰り越しております。

次に、不用額についてでありますが、総額４４億４，５８０万円でありまして、その主なものは、新興感染症対策

事業（新型コロナウイルス感染症分）の実績減による１３億３，２０８万円であります。

次に、特別会計について申し上げます。

母子父子寡婦福祉資金特別会計についてでありますが、予算現額は２億４，８０３万円であり、歳入につきまして
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は、収入済額２億９，２４１万円で、１１７．９パーセントの収入率となっております。

また、支出済額は１億４，６６５万円でありまして、支出率は５９．１パーセントであります。

この予算の執行の概要は、母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づき、母子家庭等及び寡婦の自立援助を図るための

各種資金として３４件の貸付を行ったものであります。

不用額についてでありますが、１億１３８万円でありまして、貸付実績の減によるものであります。

地方独立行政法人秋田県立病院機構施設整備等貸付金特別会計についてでありますが、予算現額は２２億６，８０

８万円であり、収入済額及び支出済額は２２億４，３９７万円で、９８．９パーセントの収入率及び支出率となって

おります。

この予算の執行の概要は、秋田県立病院機構が行う循環器・脳脊髄センター及びリハビリテーション・精神医療セ

ンターの医療機器整備等に必要な資金の貸付を行ったほか、貸付金の原資として借り入れた県債の償還を行ったもの

であります。

不用額についてでありますが、２，４１１万円でありまして、貸付実績の減等によるものであります。

国民健康保険特別会計についてでありますが、予算現額は９２８億８，０２９万円であり、歳入につきましては、

収入済額９６１億６，９６４万円で、１０３．５パーセントの収入率となっております。

また、支出済額は８９７億７，６１３万円でありまして、支出率は９６．７パーセントであります。

- 37 -



この予算の執行の概要は、国保財政の管理運営及び市町村の国保事業の効率的な運営を支援するため、市町村から

の事業費納付金の徴収や、市町村の保険給付費等に係る費用の給付などを行ったものであります。

不用額についてでありますが、３１億４１６万円でありまして、保険給付費等交付金の実績減によるものでありま

す。

次に、財産についてでありますが、決算年度末現在の状況を申し上げますと、

出資による権利 ５１億７，５３７万円（決算年度中 ２７４万円の減）

債 権 １３８億２，４６６万円（決算年度中 ８億２，５９６万円の減）

基 金 １０９億９，２６１万円（決算年度中 ５億７，６９６万円の減）

となっております。

以上が、健康福祉部関係の決算の概要であります。
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令和６年度決算についての生活環境部長説明要旨

令和６年度生活環境部関係一般会計及び特別会計の歳入歳出決算について、その概要をご説明申し上げます。

はじめに、一般会計歳入についてでありますが、予算現額２５億２，３８７万円、収入済額１８億７，５６０万円

で、７４．３パーセントの収入率となっております。

次に、一般会計歳出についてでありますが、予算現額４５億９，０３７万円、支出済額３７億３，５６１万円で、

８１．４パーセントの支出率となっております。

この予算の執行に伴い実施いたしました主要事業の概要は次のとおりであります。

時代の変化を捉えた秋田ならではのツーリズムの推進につきましては、白神山地の魅力を来訪者に伝えるとともに

保全活動を担う「あきた白神認定ガイド」のスキルアップ研修を実施しました。

また、自然公園利用者の安全性や快適性の向上を図るため、鳥海国定公園「法体の滝園地吊橋」等の改修を実施し

ました。 （支出済額 ９，１６９万円）

脱炭素化に向けた県民運動の推進につきましては、金融機関と連携した脱炭素経営や省エネの促進、農業や製造業

等を対象とした業種別セミナーを開催したほか、あきたゼロカーボンアクション宣言への登録や飲食店で食べきれな
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かった食品の持ち帰りモデル事業の実施により、事業者の自発的な取組の促進を図りました。

また、あきたエコフェスや大学生等による脱炭素社会を実現するアイデア実践コンテスト等の開催により省エネ・

省資源行動の定着を促進したほか、家庭向けに省エネ効果のある冷蔵庫やエアコンの導入に対して助成を行いました。

そのほか、市町村担当者を対象としたスキルアップ研修の開催などにより、市町村による地域の脱炭素化の取組を

支援しました。 （支出済額 ４億６，５０４万円）

持続可能な資源循環の仕組みづくりにつきましては、大仙市と美郷町において、家庭から排出されるプラスチック

ごみの一括回収及び再商品化の実証試験を行うとともに、令和５年度に県中央地区で実施した食品廃棄物の再資源化

に係る実証試験の結果報告会を市町村や小売業者向けに実施するなど、資源循環モデルの構築に向けた取組を行いま

した。

また、海岸漂着物等について、重点区域における回収処理や、発生抑制を目的とした啓発活動を実施しました。

そのほか、認定リサイクル製品の新たな利用拡大に向け、各種イベントにおいて認定製品を展示し、ＰＲ用チラシ

を配布するなど、利用拡大を図りました。 （支出済額 ８，８７３万円）

防犯意識の向上と防犯活動の促進につきましては、防犯情報紙等による情報提供や自主防犯活動優良団体への表彰

により、防犯に対する意識の高揚と活動の活性化を図りました。 （支出済額 １４万円）
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犯罪被害者等への支援につきましては、犯罪被害者週間に合わせて「県民のつどい」を開催するなど、支援の重要

性に関する県民の理解促進に努めたほか、性暴力被害者に対し被害直後の相談段階から総合的な支援をワンストップ

で提供する「あきた性暴力被害者サポートセンター」を運営し、被害者の心身の負担軽減と健康回復を図るとともに、

リーフレットの配布などにより被害の潜在化防止に取り組みました。 （支出済額 ７２４万円）

「人優先」を基本とした交通安全対策の推進につきましては、高齢者の事故防止を図るため、イベントなどでリー

フレットと反射材を配布し、着用の促進を図りました。 （支出済額 １５８万円）

総合的な雪対策の推進につきましては、雪下ろし等による事故防止のため、様々な広報媒体により安全な除排雪の

普及啓発に取り組んだほか、高齢者世帯等の除排雪活動を実施する地域団体の立ち上げや、既存団体の活動継続に向

けた運営体制の整備、団体同士の連携強化等の取組を支援しました。 （支出済額 ４６１万円）

自立した消費者の育成と消費者被害の防止につきましては、消費者をめぐる社会経済情勢の変化や新たな課題に適

切に対応するため、「秋田県消費者施策推進計画」を策定したほか、市町村が行う相談体制の整備等に対する支援な

どにより、消費生活相談体制の充実強化を図りました。

また、高齢者等の特殊詐欺等被害を防止するため、テレビＣＭやウェブ広告等による注意喚起のほか、関係機関と

連携し、リーフレットを配布するなど、啓発活動を行いました。 （支出済額 ２，６９８万円）
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食品の安全の確保と水道事業の基盤強化への支援につきましては、食品事業者等に対して、ＨＡＣＣＰ等の食品衛

生に関する講習会を実施したほか、対話式の地域懇談会を開催し、食品の安全・安心に関する情報の提供と共有を図

りました。

また、水道施設整備を促進するため、秋田市ほか１０市町村の２１事業に対して耐震化のための補助金を交付した

ほか、地域住民に安全な水道水を提供するため、水道事業者への立入検査を実施しました。

（支出済額 ７億９，６６４万円）

生活衛生関係営業者への支援につきましては、営業者から経営や融資等に係る相談を受け、経営の維持・向上や、

設備更新のための借入などに関する指導や助言等を行いました。

また、若い世代に生活衛生関係営業に対する理解と関心を深めてもらうため、飲食業について５校の高校生、理容

業について１校の中学生を対象に、プロの料理人や理容師を講師に招いて体験実習を実施しました。

（支出済額 ２，０８２万円）

人と動物が共生する地域づくりにつきましては、犬のしつけ方教室を開催し、飼い主に対し助言や指導を行うなど

適正な飼い方を推進したほか、小中学校等からの依頼を受け、「命を大切にする心を育む教室」を開催し、命の大切

さに関する啓発を行うとともに、動物愛護団体などと連携し、収容された犬猫の適正譲渡を実施しました。
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（支出済額 １，９６４万円）

大気、水、土壌等の環境保全対策の推進につきましては、河川・湖沼・海域の水質について１１１地点で、大気汚

染物質について７か所で常時監視を実施するとともに、工場・事業場に対して排水などの監視や測定を実施しました。

また、ＰＣＢ廃棄物の保管事業者等に立入検査を実施し、法で定める処分期間内に処理を完了させるよう指導を行

いました。

そのほか、能代産業廃棄物処理センターにおいて、国の財政支援を得ながら、処分場周辺の地下水等の汚染状況を

改善するため、汚水の回収・処理等を継続して実施しました。 （支出済額 １０億７，２９０万円）

八郎湖・十和田湖・田沢湖の水質保全対策の推進につきましては、十和田湖については、「十和田湖水質・生態系

改善行動指針」に基づき、水質調査によるモニタリングを実施したほか、田沢湖については、玉川酸性水の中和処理

に努めるとともに、玉川流域及び田沢湖の水質調査によるモニタリングを行い、水質改善に関して関係機関による情

報共有を実施しました。

また、八郎湖については、「八郎湖に係る湖沼水質保全計画」に基づき、流入河川へのアオコ遡上防止用フェンス

の設置や発生抑制装置等によるアオコ対策、無落水移植栽培等の普及拡大による水質保全型農業の推進などの発生源

対策、西部承水路の流動化等による湖内浄化対策などに取り組みました。 （支出済額 １億６，１９３万円）
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生物の多様性の確保と自然公園等の適正な管理につきましては、自然環境保全地域での希少淡水魚類の繁殖環境改

善に向けた検討を実施し、今後の保全活動に向けたロードマップを策定したほか、普及啓発活動や宿泊型環境学習会

の開催など、本県の生物多様性の保全に関する取組を実施しました。

また、自然環境保全地域及び自然公園等の適切な管理を行うため、自然環境保全推進員２０人、自然公園管理員１

８人を配置し、巡視や利用者への指導等を行いました。 （支出済額 １，２８７万円）

野生鳥獣の適正な保護管理と被害対策の推進につきましては、「ツキノワグマ被害対策支援センター」を中心に、

クマによる人身・農林業被害防止のため、普及啓発や研修、市街地出没を想定した対応訓練、出没対応へのサポート

や被害防止対策指導等を行いました。

また、ニホンジカやイノシシの生息域拡大を防ぐための捕獲事業等を実施したほか、野生鳥獣の適正な保護管理を

実施するため、ベテランハンターの狩猟技能の維持及び若手ハンターの技術向上を目的とした「狩猟技術訓練施設」

を運営しました。 （支出済額 １億２，５６６万円）

次に、繰越明許費でありますが、総額５億３，９１６万円であり、この内訳は、

家庭の省エネ促進による物価高騰対策事業

４億８，６２１万円（省エネ家電の買替への切れ目ない支援として
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２月補正で予算を計上したため）

自然公園等施設整備事業 ３，３００万円（入札不調により工事期間の確保が困難になったため）

野生鳥獣被害防止対策事業 １，９９５万円（資材の生産遅延により年度内完了が困難になったため）

となっております。

また、事故繰越しでありますが、生活基盤施設耐震化等交付金事業について埋設物の撤去等に不測の日数を要した

ことから１億９，１０６万円を翌年度に繰り越しております。

次に、不用額についてでありますが、総額１億２，４５４万円でありまして、その主なものは、能代産業廃棄物処

理センター環境保全対策事業の実績減による２，２６４万円、ツキノワグマ被害防止総合対策事業の実績減による１，

７７２万円であります。

次に、環境保全センター事業特別会計について申し上げます。

予算現額は１２億１，４１０万円であり、歳入につきましては、収入済額１３億６，６４７万円で１１２．５パー

セントの収入率となっております。

また、支出済額は１１億２６５万円でありまして、支出率は９０．８パーセントであります。

この予算の執行の概要は、環境保全センターの運営及び維持管理のほか、Ｄ区Ⅱ期処分場造成工事等の県債の償還
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を実施したものであります。

次に、繰越明許費でありますが、環境保全センター整備事業費について廃棄物の搬入の減少により管工事に必要な

高さを確保できなかったため年度内完了が困難になったことから６，６２１万円を翌年度に繰り越しております。

次に、不用額についてでありますが、総額４，５２４万円でありまして、その主なものは、環境保全センター管理

運営事業の実績減による３，８８３万円であります。

次に、財産についてでありますが、決算年度末現在の状況を申し上げますと、

有 価 証 券 ４億 ８００万円（決算年度中増減なし）

出資による権利 ５，１５０万円（決算年度中増減なし）

基 金 ３３億７，９９８万円（決算年度中 １億２，６９７万円の増）

となっております。

以上が、生活環境部関係の決算の概要であります。
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令和６年度決算についての農林水産部長説明要旨

令和６年度農林水産部関係一般会計及び特別会計の歳入歳出決算について、その概要をご説明申し上げます。

はじめに、一般会計歳入についてでありますが、予算現額９１７億７０４万円、収入済額５７３億２３８万円で、

６２．５パーセントの収入率となっております。

次に、一般会計歳出についてでありますが、予算現額１，０６４億７，９９８万円、支出済額７００億７，５４９

万円で、６５．８パーセントの支出率となっております。

この予算の執行に伴い実施いたしました主要事業の概要は次のとおりであります。

農業の食料供給力の強化についてでありますが、経営力の高い担い手と新規就農者の確保・育成につきましては、

企業的農業経営を実践するプロ農業経営体を育成するため、農業法人へ経営コンサルタントを派遣し、経営改善を図

るための取組を支援したほか、新規就農に向けた技術習得研修や、就農後の定着に向けた経営開始資金等の給付を行

いました。

また、担い手の規模拡大を図るため、農地中間管理機構による農地集積・集約化を促進した結果、１，８９３ヘク

タールの農地が担い手に貸し付けされました。 （支出済額 １８億１，０７４万円）

持続可能で効率的な生産体制づくりにつきましては、スマート技術の普及を推進するため、生育の均一化と化学肥
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料の低減を可能とする可変施肥田植機等の効果を検証するとともに、作業機械の展示・実演や実践事例を紹介するフ

ォーラムを開催したほか、農業法人等への農地集積を促進するため、ほ場整備を実施しました。

（支出済額 ３２８億５，４５８万円）

マーケットに対応した複合型生産構造への転換につきましては、規模拡大や生産性向上を図るため、園芸メガ団地

の整備や作業機械の導入を支援した結果、京浜地区中央卸売市場において、しいたけの出荷量・販売額・販売単価が

全国１位となる「販売三冠王」を６年連続で獲得したほか、果実生産の安定化を図るため、晩霜被害が発生するリス

クの高い低温が予想される場合に、農家へ直接被害回避対策の実施を促す通知システムを構築しました。

また、秋田牛や比内地鶏のブランド力の強化に向け、首都圏等での販路拡大に努めるとともに、飼料等の価格高騰

の影響を受けている畜産経営体に対し、自給飼料の生産拡大や堆肥の活用促進に必要な機械の導入を支援しました。

（支出済額 １１億２，８２９万円）

戦略的な米生産と水田のフル活用の推進につきましては、サキホコレの安定供給に向け、特別栽培の標準化のため

の技術研修会の開催や、タイムリーな技術情報の提供に取り組むとともに、テレビＣＭの放映や大相撲の懸賞旗の掲

出などを通じ、認知度の向上を図ったほか、令和７年からの「あきたこまちＲ」の一般作付けに向け、生産現場への

導入普及対策や、消費者や実需者の理解・促進に向けた科学的根拠に基づく正しい情報の発信に取り組みました。

（支出済額 ９億７，７５１万円）

- 48 -



農産物のブランド化と流通・販売体制の整備につきましては、異業種との連携による商品開発や販路開拓の活動を

支援し、夏いちごやさつまいもの商品開発につながったほか、首都圏の実需者と産地とのマッチングや県産農産物の

販路多角化の促進、台湾・タイ等での継続したプロモーションの展開により、既存の商流の拡大と新たな需要の開拓

を推進しました。

また、県産そばの付加価値を向上させる新たなビジネスを創出するため、カップめんなどの新商品の開発やホテル

・旅館でのメニュー化に向けた取組等を支援しました。 （支出済額 ９，８４４万円）

林業・木材産業の成長産業化についてでありますが、次代を担う人材の確保・育成につきましては、秋田林業大学

校において、専門性の高い知識・技術とマネジメント能力等を習得することにより、即戦力となる技術者を育成した

ほか、新規就業者の確保に向けて、就業希望者や高校生に対する体験研修等を実施し、林業の魅力を発信しました。

（支出済額 ８億９，４６８万円）

再造林の促進につきましては、造林地の集積を行う林業経営体や集積に応じる森林所有者を支援したほか、先進的

造林技術実践フィールドを活用し、低コスト・省力造林技術の研修会を実施しました。

（支出済額 ４１億１７０万円）

木材の生産・流通体制の整備と利用の促進につきましては、原木や木材製品の供給力の向上を図るため、路網整備

に取り組むとともに、高性能林業機械の導入や木材加工流通施設の整備等を支援したほか、県産材の利用拡大に向け
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て、首都圏展示会で内装材等のＰＲを行うとともに、県産材を利用して住宅を建築する県内外の工務店を支援しまし

た。 （支出済額 ２７億２０９万円）

水産業の持続的な発展についてでありますが、次代を担う人材の確保・育成につきましては、漁業就業者を確保す

るため、体験研修や就業に向けた実践的な研修を実施したほか、ＳＮＳにより漁業の魅力や就業・研修情報を発信し

ました。 （支出済額 ３，３４６万円）

つくり育てる漁業の推進につきましては、水産資源の維持・増大を図るため、サケ等の種苗の放流や、キジハタの

環境変化に適応した種苗生産技術の開発を行ったほか、養殖用トラフグの長期育成試験に取り組みました。

（支出済額 ９，５４３万円）

漁業生産の安定化と水産物のブランド化につきましては、県産水産物の販路拡大と漁業所得の向上を図るため、漁

業者によるオンライン販売や直売への取組を推進したほか、漁業生産の安定化に向け、蓄養殖や操業の複合化・転換

に取り組む漁業者に対して支援しました。 （支出済額 ２，０７３万円）

漁港・漁場の整備につきましては、防波堤や護岸等の機能強化・保全に向けた工事等を実施したほか、漁港静穏域

を活用した蓄養殖を推進するため、岩館漁港の防波堤延伸工事に着手しました。

（支出済額 １０億５，０８７万円）

農山漁村の活性化についてでありますが、中山間地域における特色ある農業の振興につきましては、多様な人材の
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参画のもとで地域活性化を目指すプランの策定や、地元産食材を用いた商品開発の取組を支援したほか、小面積でも

高収益が見込める品目の経営実証を行い収益性を検証しました。 （支出済額 ７９３万円）

地域資源を生かした多様な農村ビジネスの促進につきましては、地域特産物の加工所の整備や商品試作等に取り組

む地域を支援したほか、農泊ビジネスの起業希望者に対する研修や、農家民宿の開業に必要な設備導入への支援を行

いました。 （支出済額 ３，４００万円）

新たな兼業スタイルによる定住の促進につきましては、「半農半Ｘ」の実証調査を実施したほか、農山漁村を支え

る人材や組織を育成するための講座を開催しました。

また、農村ＲＭＯの形成に向け、「農用地保全」や「地域資源の活用」、「生活支援」の各分野に係る調査、計画

作成などの実証事業を支援しました。 （支出済額 ２，３１０万円）

多面的機能を有する里地里山の保全につきましては、多面的機能支払交付金や中山間地域等直接支払交付金により、

１０２，２８４ヘクタールにおいて、農地・農業用水路等の保全管理や農村環境を守る共同活動等を支援しました。

（支出済額 ４６億７，３９５万円）

多様な主体による健全な森林づくりと鳥獣保護対策の推進につきましては、地域協議会が行う鳥獣被害防止に向け

た取組を支援したほか、電気柵の効果的な設置方法やレーザー光を用いた鳥獣被害防止対策に関する研修会を実施し

ました。
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また、クマ等の野生動物の出没の恐れがある森林において、下刈りや除伐を実施し緩衝帯を整備しました。

（支出済額 １億１，９６８万円）

安全・安心な地域づくりと施設の長寿命化の推進につきましては、ため池の決壊等による災害を防止するため、改

修工事等を実施したほか、基幹的農業水利施設の機能保全を図るため、補修・更新等を実施しました。

また、森林の公益的機能の発揮に向け、荒廃地や荒廃林等の整備、海岸防災林の造成等を実施しました。

（支出済 ９３億７，５９１万円）

次に、予算の繰越でありますが、繰越明許費は総額３１９億９，６４７万円であり、この内訳は、

経営体育成支援事業 １億６，０５０万円（国の補正予算に伴う補正のため）

６次産業化施設緊急整備事業 ３，３２６万円（物価高騰等により

経営計画策定に不測の日数を要したため）

農業経営等復旧・継続支援対策事業 ２億５，３９９万円（国の補正予算に伴う補正のため）

あきたの魅力ある水田農業確立対策事業

２億１，５７５万円（国の補正予算に伴う補正のため）

化学肥料低減機械等導入支援事業 １億円（物価高騰等により

経営計画策定に不測の日数を要したため）
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特用林産振興施設等整備事業 １億７，２５１万円（国の補正予算に伴う補正のため）

そばの里づくりプロジェクト事業 ３６０万円（物価高騰等により

経営計画策定に不測の日数を要したため）

あきたの園芸省エネ化支援事業 １，１６４万円（物価高騰等により

経営計画策定に不測の日数を要したため）

きのこの生産資材導入支援事業 ４，３６９万円（国の補正予算に伴う補正のため）

秋田牛ブランド推進事業 １，９９０万円（国の補正予算に伴う補正のため）

食肉・食鳥処理施設緊急環境整備事業 ６，５４６万円（物価高騰等により

経営計画策定に不測の日数を要したため）

夢ある畜産経営ステップアップ支援事業 ７，４２４万円（国の補正予算に伴う補正のため）

畜産経営維持緊急支援事業 ５億５，３６４万円（物価高騰等により

経営計画策定に不測の日数を要したため）

酪農経営安定緊急対策事業 ９，１６８万円（物価高騰等により

経営計画策定に不測の日数を要したため）

農地耕作条件改善事業 ３億 ４４万円（軟弱地盤対策等に不測の日数を要したため）
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農業農村整備調査計画費 １億１，３６４万円（事業計画の策定等に不測の日数を要したため）

中山間地域農業活性化緊急基盤整備事業 ４，４０６万円（工法検討に不測の日数を要したため）

基幹水利施設技術管理強化特別指導事業 ２４０万円（災害査定に伴う

被災確認に不測の日数を要したため）

経営体育成基盤整備事業 １２８億８，１００万円（国の補正予算に伴う補正のため）

土地改良区体制強化事業 １億 ６００万円（物価高騰等により

経営計画策定に不測の日数を要したため）

水利施設管理事業 ５，２００万円（施設の部品製作に不測の日数を要したため）

水利施設整備事業 １１億７，１５０万円（軟弱地盤対策等に不測の日数を要したため）

特定農業用管水路等特別対策事業 １，９４５万円（アスベスト除去工法の

検討に不測の日数を要したため）

農村地域防災減災事業 ２５億８，４９３万円（国の補正予算に伴う補正のため）

地籍調査事業 １億６，３０８万円（国の補正予算に伴う補正のため）

秋田県水と緑の森づくり事業 １，７６６万円（資材導入に不測の日数を要したため）

林業成長産業化総合対策事業（加工施設整備等分）
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６，９３１万円（資材導入に不測の日数を要したため）

合板・製材生産性強化対策事業（加工施設整備等分）

８億２，９９９万円（国の補正予算に伴う補正のため）

林業成長産業化総合対策事業（再造林促進分）

１，８４１万円（工事着工箇所の検討に不測の日数を要したため）

合板・製材生産性強化対策事業（間伐材生産分）

１億６，６５０万円（国の補正予算に伴う補正のため）

秋田スギ生産基盤づくり事業 ５，０１４万円（地元関係者との調整に不測の日数を要したため）

森林病害虫等防除対策事業 １億１，４５６万円（国の補正予算に伴う補正のため）

造林補助事業 １５億 ９２２万円（国の補正予算に伴う補正のため）

カーボンニュートラルに挑戦する再造林拡大事業

１億１，４９１万円（国の補正予算に伴う補正のため）

治山事業 ２４億４，６９６万円（国の補正予算に伴う補正のため）

県単治山事業 １億６，２６８万円（地元関係者との調整に不測の日数を要したため）

災害関連緊急治山等事業 ２０億７，３３０万円（地元関係者との調整に不測の日数を要したため）
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林道事業 ９億７，７４７万円（国の補正予算に伴う補正のため）

水産業強化支援事業 ５，００６万円（国の補正予算に伴う補正のため）

漁業資源維持・経営安定化緊急支援事業 ４３１万円（物価高騰等により

経営計画策定に不測の日数を要したため）

漁業取締船くぼた代船建造事業 １億６，５６６万円（詳細設計の作成に不測の日数を要したため）

水産物供給基盤整備事業 ３億９，５７７万円（他工事との調整に不測の日数を要したため）

水産環境整備事業 １億１，１９９万円（施行ヤードの調整に不測の日数を要したため）

漁港海岸保全施設整備事業 ２億 １００万円（地元関係者との調整に不測の日数を要したため）

水産物供給基盤機能保全事業 ４億３，０１５万円（地元関係者との調整に不測の日数を要したため）

農地災害復旧事業 ８億６，２３５万円（地元関係者との調整に不測の日数を要したため）

農業用施設災害復旧事業 ９億５，５３５万円（地元関係者との調整に不測の日数を要したため）

林地荒廃防止施設災害復旧事業 １億４，９５９万円（地元関係者との調整に不測の日数を要したため）

林道施設災害復旧事業 ５億１，７６２万円（地元関係者との調整に不測の日数を要したため）

農地・農業用施設小災害支援事業 ３億６，３１５万円（地元関係者との調整に不測の日数を要したため）

となっております。
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また、事故繰越しは総額１０億９，７９９万円であり、この内訳は、

経営体育成基盤整備事業 ４，３００万円（大雨災害に伴う業務を優先したことにより

工事期間の確保が困難となったため）

農村地域防災減災事業 １，４３４万円（入札不調により

工事期間の確保が困難となったため）

秋田スギ生産基盤づくり事業 ５，５０７万円（大雨災害に伴う応急工事対応により

労務者の確保に不測の日数を要したため）

治山事業 ２，０６０万円（入札不調により

工事期間の確保が困難となったため）

農地災害復旧事業 ５億４，６６２万円（入札不調により

工事期間の確保が困難となったため）

農業用施設災害復旧事業 ３億３，１８１万円（入札不調により

工事期間の確保が困難となったため）

林道施設災害復旧事業 ８，６５５万円（入札不調により

工事期間の確保が困難となったため）
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となっております。

次に、不用額についてでありますが、総額３３億１，００３万円でありまして、その主なものは、農業用施設災害

復旧事業費の実績減による１２億１，４７３万円、ＣＳＦ等緊急防疫対策事業費の実績減による５億９，４１５万円

、農地災害復旧事業費の実績減による４億４，８３３万円であります。

次に、特別会計について申し上げます。

就農支援資金貸付事業等特別会計についてでありますが、予算現額は５，４７２万円であり、歳入につきましては、

収入済額５，９２０万円で、１０８．２パーセントの収入率となっております。

また、支出済額は８０８万円でありまして、支出率は１４．８パーセントであります。

この予算の執行の概要は、貸付財源として国から借入した借入金の償還等を行ったものであります。

不用額は４，６６４万円でありますが、その内容は、指導事務費の実績減等によるものであります。

次に、林業・木材産業改善資金特別会計についてでありますが、予算現額は２億８，８４６万円であり、歳入につ

きましては、収入済額３億３，２８２万円で、１１５．４パーセントの収入率となっております。

また、支出済額は３，４０５万円でありまして、支出率は１１．８パーセントであります。

この予算の執行の概要は、林業・木材産業経営の改善を図るための資金の貸付及び補助金の自主納付金として資金

造成額により国庫に１，３００万円を返還、一般会計に６５０万円の繰り出しを行ったものであります。
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不用額は２億５，４４１万円でありますが、その内容は、貸付実績の減等によるものであります。

次に、沿岸漁業改善資金特別会計についてでありますが、予算現額は１億６，９８８万円であり、歳入につきまし

ては、収入済額１億８，８７５万円で、１１１．１パーセントの収入率となっております。

また、支出済額は１，６５０円でありまして、支出率は０．１パーセントであります。

この予算の執行の概要は、沿岸漁業改善資金の貸付及び収納に関する事務委託を行ったものであります。

不用額は１億６，９８８万円でありますが、その内容は、貸付実績の減等によるものであります。

次に、財産についてでありますが、決算年度末現在の状況を申し上げますと、

有 価 証 券 ４億４，５７１万円（決算年度中増減なし）

出資による権利 ２７億３，３５４万円（決算年度中増減なし）

債 権 １８億５，２８２万円（決算年度中 １，８６７万円の減）

基 金 ３４４億５，０１９万円（決算年度中 ４億９，７８２万円の増）

となっております。

以上が、農林水産部関係の決算の概要であります。

- 59 -



令和６年度決算についての産業労働部長説明要旨

令和６年度産業労働部関係一般会計及び特別会計の歳入歳出決算について、その概要をご説明申し上げます。

はじめに、一般会計歳入についてでありますが、予算現額２７４億９，７６７万円、収入済額２６６億１５４万円

で、９６．７パーセントの収入率となっております。

次に、一般会計歳出についてでありますが、予算現額３７３億４，７８７万円、支出済額３５４億３，２６９万円

で、９４．９パーセントの支出率となっております。

この予算の執行に伴い実施いたしました主要事業の概要は次のとおりであります。

産業構造の変化に対応した県内産業の競争力の強化についてでありますが、経営資源の融合と事業承継の促進につ

きましては、県内企業の経営基盤の安定・強化に向けた取組を促進するため、Ｍ＆Ａに要する経費２８件を助成しま

した。また、事業承継ワーキンググループ会議を開催し情報共有を図ったほか、事業承継時の資金繰りを支援するた

め４１件の貸付を行いました。 （支出済額 ４６億８，４９０万円）

デジタル技術の活用の促進につきましては、県内ＩＣＴ企業や商工団体・金融機関等と連携し、県内企業２２社の

課題分析やＤＸ戦略策定・実行を伴走支援したほか、企業グループによる先進技術やデータの活用等に向けた研究活

動に要する経費２件を補助しました。また、秋田県ＤＸ推進ポータルサイトによる情報発信を行ったほか、業界団体
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４団体を対象にデジタル化事例の横展開を実施しました。 （支出済額 １，５８２万円）

産学官連携による研究開発の推進につきましては、新たなビジネスの創出等に向けて県内大学や企業等が連携して

行う研究開発や実証・社会実装の取組９件を支援しました。また、製品開発等を促進するため、県内企業等と産業技

術センターによる共同研究を６０件実施しました。 （支出済額 ２億２，２３４万円）

地域経済を牽引する県内企業の育成につきましては、県内企業の経営革新計画策定を促進したほか、労働生産性や

賃金水準等の向上に資する取組に対する助言・指導や、設備導入への助成等、総合的な支援を実施しました。また、

あきた企業活性化センターにおいて、専門家の派遣など生産現場での改善活動に向けた、きめ細かな支援を実施しま

した。 （支出済額 ２０９億９，５２７万円）

アジア等との貿易の促進につきましては、中国の景気後退や大口荷主の出荷ルート変更等の影響により減少傾向に

あった秋田港の国際コンテナ取扱量は僅かではありますが前年を上回っており、ポートセールス活動を通じ、航路の

維持等に努めました。また、県内企業の海外展開につきましては、海外における展示商談会への参加の取組に対し助

成したほか、貿易支援機関による集中支援を行うなど、企業が海外展開にチャレンジしやすい環境整備を進めました。

（支出済額 ２億４，７６４万円）

産業人材の確保・育成につきましては、外国人材受入サポートセンターを開設し、３３社の企業に対して伴走支援

を行ったほか、企業経営の中核となる人材の育成に要する経費を助成するなど、人材投資・確保に取り組む企業を支
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援しました。また、県内３箇所に設置している県立技術専門校においては、多様な職業訓練を実施し、新規学卒者等

を対象としたコースでは、１０１人が入校し、修了生の就職率は１００％となったほか、在職者を対象としたコース

では６８３人、離職者等を対象としたコースでは５４３人が修了し、実践的な技術者・技能者の育成とともに、在職

者のスキルアップと離職者の早期の再就職を促進しました。 （支出済額 ５億５，４５１万円）

起業の促進と小規模企業の振興につきましては、起業の意識醸成に向けたセミナーの出席者に対して専門家による

個別サポートを商工団体と連携して行うとともに、立ち上げに必要となる資金を助成するなど、段階に応じたきめ細

かな支援を行ったことにより、１８件の起業につながりました。また、産学官金の支援者からなるスタートアップ支

援組織「ＡＫＩＳＴＡプラットフォーム」を運営し、機運醸成イベント等を１１回開催したほか、成長可能性の高い

県内スタートアップを４者認定した上で伴走支援を行い、成長を後押ししました。 （支出済額 ６，２５１万円）

地域資源を生かした成長産業の発展についてでありますが、輸送機関連産業の振興につきましては、自動車産業へ

の参入促進に向け展示商談会を開催したほか、国際的な品質マネジメントシステムの取得支援を行いました。また、

県内大学と地域企業が協力しながら行う、航空機システムをはじめとした電動化技術の研究開発や人材育成等を支援

したほか、電動化部品製造への参入促進のため、生産設備の導入等に対し助成しました。

（支出済額 ４億７，４４３万円）

新エネルギー関連産業の振興につきましては、洋上風力発電事業について、発電事業者やメーカーとのマッチング、
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アドバイザーの派遣を実施するなど、新エネルギー関連産業への県内企業の参入拡大に向けた支援を行いました。ま

た、地熱資源の開発や利活用について、産学官連携コンソーシアムによる先進事例調査、一般県民を対象とした環境

イベント出展等、理解促進に向けた取組を実施しました。 （支出済額 ４億４，６２６万円）

情報関連産業の振興につきましては、県内ＩＣＴ企業６社の成長戦略に基づく取組や３社の事業拡大や経営基盤整

備に係る取組を支援したほか、情報関連産業立地促進事業において新たに４社を指定するなど、関連産業の競争力強

化を支援しました。また、県内ＩＣＴ企業１０社が連携して行うインターンシッププログラムをサポートするなど、

県内ＩＣＴ企業の人材確保を支援したほか、中高生等を対象としたプログラミング等を学ぶ短期集中型の研修会を実

施し、将来の成長を支える人材の確保・育成に取り組みました。 （支出済額 ８，０５５万円）

医療福祉・ヘルスケア関連産業の振興につきましては、県内企業と首都圏の医療機器メーカー・ディーラー等との

マッチングや医療福祉現場のニーズに対応した製品・サービスの開発を支援したほか、人材の確保を図るため、県内

の医療福祉ヘルスケア関連企業ガイドブックを作成し、県内大学等で配布するとともに、企業説明会を開催しました。

（支出済額 １，９５５万円）

歴史と風土に培われた地域産業の活性化についてでありますが、伝統的工芸品等産業の振興につきましては、事業

者や産地組合等が行う商品開発等の取組１１件に対し助成しました。また、県内外の学生等が工房体験や商品開発ワ

ークショップに参加するインターンシップ事業を実施し、事業者の開発意欲向上や産地のＰＲを図ったほか、首都圏
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等における展示会への出展を支援し、全国への魅力の発信や首都圏での販路拡大を図りました。

（支出済額 １，１３３万円）

商業・サービス業の振興につきましては、中小企業者が行う自社の強みを活かした新事業の創出や、省エネ設備更

新等に対して助成し、経営基盤の強化を促進しました。また、ＥＣ活用を促進するため、商品開発支援や人材育成等

の取組に対して助成し、９事業者がそれぞれ出品するなど、ＥＣ活用の意識醸成や販路拡大を図りました。

（支出済額 ８億６１１万円）

環境・リサイクル産業の振興につきましては、県内における環境・リサイクル産業の拡大を図るため、産業廃棄物

の再生利用等に係る設備投資や研究等８件に対し助成したほか、リサイクル工場の増設を行う企業２件に対し、「環

境・エネルギー型、資源素材型」事業として、あきた企業立地促進助成事業補助金を交付しました。

（支出済額 ２億７，６６３万円）

産業振興を支える投資の拡大につきましては、新たな工場等の設置や増設、本社機能等を県内に移転する企業に対

し助成を行い、企業立地や設備投資を支援しました。また、新エネルギー・環境産業や情報関連産業等の成長産業を

中心に、企業立地事務所や名古屋産業立地センター、県内市町村と連携しながら、本県の事業環境や補助金等の優遇

制度、自治体による支援体制等を的確に伝え、企業のニーズに即した誘致活動を展開した結果、誘致件数は過去３０

年間で２番目に多い１６件となりました。 （支出済額 ３２億９，８１５万円）
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次に、繰越明許費でありますが、総額で１４億１，２９２万円であり、この内訳は、

ＬＰガス価格高騰対策緊急支援事業 ５億 ２９０万円（国の補正予算に伴う補正のため）

ものづくり革新総合支援事業 ４億 １９万円（国の補正予算に伴う補正のため）

商業・サービス産業経営革新事業 ３億 ９９１万円（国の補正予算に伴う補正のため）

環日本海物流ネットワーク構築推進事業 ９，４５９万円（国の補正予算に伴う補正のため）

特別高圧電力価格高騰対策緊急支援事業 ５，９７３万円（国の補正予算に伴う補正のため）

事業継続サポート事業 ３，９００万円（国の補正予算に伴う補正のため）

取引適正化支援事業 ６６０万円（国の補正予算に伴う補正のため）

となっております。

次に、不用額についてでありますが、総額５億２２６万円でありまして、その主なものは、職業能力開発事業の実

績減による１億２，５８８万円、被災事業者事業継続支援事業費の実績減による６，４３３万円であります。

次に、特別会計について申し上げます。

中小企業設備導入助成資金特別会計についてでありますが、予算現額は２億７，７２２万円であり、歳入につきま

しては、収入済額１億６，７０９万円で、６０．３パーセントの収入率となっております。
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また、支出済額は１億５，８４４万円でありまして、支出率は５７．２パーセントであります。

この予算の執行の概要は、高度化資金貸付金の原資として借り入れた県債の償還等を行ったものであります。

次に、不用額についてでありますが、総額１億１，８７８万円でありまして、その主なものは、高度化資金償還の

実績減による７，７３０万円であります。

工業団地開発事業特別会計についてでありますが、予算現額は６億７，０２０万円であり、歳入につきましては、

収入済額１４億６，８７９万円で、２１９．２パーセントの収入率となっております。

また、支出済額は４億４，５２２万円でありまして、支出率は６６．４パーセントであります。

この予算の執行の概要は、工業団地の維持管理や環境整備等を行ったものであります。

次に、繰越明許費でありますが、工業団地開発事業費について団地の利用計画にかかる関係機関との協議に不測の

日数を要したことから２億２，２１３万円を翌年度に繰り越しております。

次に、不用額についてでありますが、総額２８５万円でありまして、工業団地開発事業費の実績減によるものであ

ります。

地域総合整備資金特別会計についてでありますが、予算現額は７億１，１８２万円であり、歳入につきましては、

収入済額７億１，１８２万円で、９９．９パーセントの収入率となっております。

また、支出済額は７億１，１８２万円でありまして、支出率は９９．９パーセントであります。
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この予算の執行の概要は、地域総合整備資金の原資として借り入れた県債の償還を行ったものであります。

秋田港飯島地区工業用地整備事業特別会計についてでありますが、予算現額は６，１５０万円であり、歳入につき

ましては、収入済額５億５，９８７万円で、９１０．４パーセントの収入率となっております。

また、支出済額は３，８１０万円でありまして、支出率は６２．０パーセントであります。

この予算の執行の概要は、秋田港飯島地区工業用地の道路改良等を行ったものであります。

次に繰越明許費でありますが、補償構造物設計において、関係機関との協議に不測の日数を要したことから、２，

３４０万円を翌年度に繰り越しております。

次に、財産についてでありますが、決算年度末現在の状況を申し上げますと、

有 価 証 券 １，４００万円（決算年度中増減なし）

出資による権利 ７５億５，３６４万円（決算年度中増減なし）

債 権 ７４億２，１００万円（決算年度中 ８億 ６５２万円の減）

基 金 ３億５，１９６万円（決算年度中 ８億８，０２２万円の減）

となっております。

以上が、産業労働部関係の決算の概要であります。
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令和６年度決算についての建設部長説明要旨

令和６年度建設部関係一般会計及び特別会計の歳入歳出決算について、その概要をご説明申し上げます。

はじめに、一般会計歳入についてでありますが、予算現額１，３３１億９，４３８万円、収入済額８６６億６，４

８９万円で、６５．１パーセントの収入率となっております。

次に、一般会計歳出についてでありますが、予算現額１，５０６億５，５６９万円、支出済額１，０１３億４，１

６５万円で、６７．３パーセントの支出率となっております。

この予算の執行に伴い実施いたしました主要事業の概要は、次のとおりであります。

建設産業の振興につきましては、建設産業団体等と連携した県内建設企業と高校生のマッチング機会の提供や、建

設産業のイメージアップを図る取組を行ったほか、企業の建設ＩＣＴ機器整備４３件に対し助成いたしました。

（支出済額 ６，３４３万円）

港湾施設の整備につきましては、重要港湾３港において、老朽化対策のための岸壁改良や臨港道路の補修を行い、

船川港においては併せて船揚場の改良を実施いたしました。 （支出済額 １７億６，４３４万円）

戦略的なインバウンド誘客の推進につきましては、クルーズ船社や旅行会社に対しセールス活動を行い、２７回の

クルーズ船受け入れを実施いたしました。 （支出済額 ６，７２１万円）
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高速道路等の整備につきましては、国に対する要望活動を行ったほか、高速道路インターチェンジへのアクセス道

路や幹線道路４４か所の整備を進めました。 （支出済額 １２１億３，５６０万円）

首都圏等からの移住の促進につきましては、移住希望者の県内定着を図るため、住宅リフォーム８０件に対し助成

いたしました。 （支出済額 ３，５５９万円）

安心して子育てできる体制の充実につきましては、子どもと暮らしやすい住環境の整備のため、子育て世帯の住宅

リフォーム４４２件に対し助成いたしました。 （支出済額 １億９，１４２万円）

持続可能でコンパクトなまちづくりにつきましては、都市計画道路４路線の整備を実施するとともに、市町による

立地適正化計画策定を促進するための講習会等を開催いたしました。 （支出済額 ５億２，２２４万円）

脱炭素化に向けた県民運動の推進につきましては、断熱性能向上のための住宅リフォーム３４８件に対し助成いた

しました。 （支出済額 ２，７６１万円）

持続可能な資源循環の仕組みづくりにつきましては、脱炭素化に考慮した港湾機能の高度化を図るため、「秋田県

港湾脱炭素化推進計画（素案）」を作成したほか、空港施設の脱炭素化に向けた「秋田県空港脱炭素化推進協議会」

を開催いたしました。 （支出済額 ７，５００万円）

県・市町村間の協働の推進につきましては、下水道事業の経営改善や技術的課題の解決に向けた支援を、県及び全

市町村が出資する（株）ＯＮＥ・ＡＱＩＴＡを通じて実施いたしました。 （支出済額 １億３，７２３万円）
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災害に対応できる道路、鉄道等の交通基盤の整備につきましては、緊急輸送道路において、電線共同溝の整備によ

る無電柱化や道路法面の土砂災害対策等を実施いたしました。 （支出済額 ２２億２，６９８万円）

大規模地震に備えた耐震化の推進につきましては、市町村による住宅耐震化補助事業への支援を行うとともに、住

宅耐震化の普及啓発等を実施したほか、緊急輸送道路における橋梁の耐震補強を進め、７橋の耐震補強が完了いたし

ました。 （支出済額 ５億５，９９０万円）

頻発化・激甚化する水災害に備えた流域治水対策の推進につきましては、令和５年７月豪雨により甚大な被害が発

生した太平川の集中的な整備を図るとともに、下内川ほか５河川の改修を重点的に実施したほか、その他９４河川に

おいても築堤や河道掘削等を実施いたしました。 （支出済額 ２６２億４０９万円）

県民の生命と財産を守る安全な地域づくりにつきましては、砂防事業として浅田沢２ほか３０か所において砂防え

ん堤工等を実施したほか、地すべり対策事業として小渕地区ほか２か所において集水ボーリング工等を実施するとと

もに、急傾斜地崩壊対策事業として愛宕地区ほか１か所において落石防止網工等を実施いたしました。

（支出済額 ５６億４，２８８万円）

インフラ施設の長寿命化の推進につきましては、定期点検により早期措置段階と判定された橋梁について、修繕・

更新等の対策を優先的に実施したほか、県管理の１４ダムにおいて管理設備の改良等を実施いたしました。

また、仙北地域振興局ほか６施設において大規模修繕を行ったほか、県立都市公園３公園の休憩施設等の改修を実
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施いたしました。

併せて、老朽化が進む県営住宅について、４団地計１０棟の屋根・外壁改修工事等を実施いたしました。

（支出済額 ２２８億７，７０９万円）

空港施設の整備につきましては、秋田空港において滑走路の舗装改良を実施するとともに、大館能代空港において

は場周柵の更新等を実施いたしました。 （支出済額 １２億６，３９７万円）

安全・安心を支える生活道路の整備につきましては、全県の通学路において関係機関と合同点検を行い、安全性に

対する課題が抽出された２０か所の要対策箇所について、重点的に整備を実施したほか、冬期における除雪体制の維

持を図るため、除雪ドーザなど計１１台を更新いたしました。 （支出済額 １５０億１３５万円）

良好な生活排水処理基盤の整備につきましては、横手市大森地区ほか８地区の農業集落排水事業による汚水処理施

設等の整備に対し助成いたしました。 （支出済額 ３億８，９２３万円）

次に、予算の繰越しでありますが、繰越明許費は総額４２６億４，００３万円であり、この内訳は、

インフラＤＸ推進事業 １，５００万円（国の補正予算に伴う補正等のため）

地方道路交付金事業 ９８億４，９２０万円（関係機関との計画調整等に不測の日数を要したため）

雪寒建設機械整備事業 ９，０８０万円（関係機関との計画調整等に不測の日数を要したため）

県単道路補修事業 １４億８，２７４万円（関係機関との計画調整等に不測の日数を要したため）
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地方道路等整備事業 ９億１，０２４万円（関係機関との計画調整等に不測の日数を要したため）

道路総合防災対策事業 ２億６，２００万円（関係機関との計画調整等に不測の日数を要したため）

秋田港アクセス道路整備事業

１２億６，７０３万円（関係機関との計画調整等に不測の日数を要したため）

県単道路改築事業 ６億３，４６８万円（関係機関との計画調整等に不測の日数を要したため）

河川改修事業 ７４億 １２３万円（国の補正予算に伴う補正等のため）

県単河川改良事業 ２１億３，１７５万円（関係機関との計画調整等に不測の日数を要したため）

県単河川等環境維持修繕事業

７億５，５９５万円（関係機関との計画調整等に不測の日数を要したため）

通常砂防事業 １４億８，３０８万円（国の補正予算に伴う補正等のため）

火山砂防事業 １億 ８０９万円（国の補正予算に伴う補正等のため）

地すべり対策事業 ２億５，１８１万円（国の補正予算に伴う補正等のため）

急傾斜地崩壊対策事業 ２億２，８１２万円（国の補正予算に伴う補正等のため）

土砂災害防止法基礎調査費 ５，９３６万円（関係機関との計画調整等に不測の日数を要したため）

県単砂防事業 ３億２，４２４万円（関係機関との計画調整等に不測の日数を要したため）
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海岸防災対策事業 ２億６，１９９万円（国の補正予算に伴う補正等のため）

公共堰堤改良事業 １２億６，０１２万円（国の補正予算に伴う補正等のため）

県単港湾整備事業 １億 １３８万円（関係機関との計画調整等に不測の日数を要したため）

重要港湾改修事業 １億８，３４５万円（関係機関との計画調整等に不測の日数を要したため）

統合補助改修事業 ３億６，９８１万円（資材の調達に不測の日数を要したため）

県単空港施設整備費 １億６，４３１万円（資材の調達に不測の日数を要したため）

空港安全対策事業 ５５０万円（用地測量、立木調査に不測の日数を要したため）

空港整備事業 １億７，４４３万円（関係機関との計画調整等に不測の日数を要したため）

盛土等規制区域指定事業 ２，４７０万円（関係機関との計画調整等に不測の日数を要したため）

地方街路交付金事業 ３億２，９１３万円（家屋の移転に係る補償交渉に不測の日数を要したため）

地方街路整備事業 ２，８６８万円（関係機関との計画調整等に不測の日数を要したため）

県単公園事業 １億３，９２８万円（関係機関との計画調整等に不測の日数を要したため）

都市公園安全安心事業 ３億２，５７０万円（関係機関との計画調整等に不測の日数を要したため）

市街地再開発事業 ８４４万円（アスベスト除去等に不測の日数を要したため）

県営住宅ストック総合改善事業
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４，４８５万円（関係機関との計画調整等に不測の日数を要したため）

農業集落排水事業 ２億４，２２９万円（国の補正予算に伴う補正等のため）

あきた循環のみず協働推進事業

５，１１５万円（関係機関との計画調整等に不測の日数を要したため）

秋田県臨海処理センターエネルギー供給拠点化事業

２億３，２１０万円（関係機関との計画調整等に不測の日数を要したため）

現年発生土木災害復旧事業

４２億６，９０１万円（関係機関との計画調整等に不測の日数を要したため）

過年発生土木災害復旧事業

６７億４，０２４万円（入札不調により適正工期での年度内完成が困難であるため）

災害査定調査事業 １億 １０万円（工事実施に向けた設計積算及び調査について

施工時期の都合等により年度内完成が困難であるため）

県単災害復旧事業 ３億２，８０５万円（関係機関との計画調整等に不測の日数を要したため）

となっております。

また、事故繰越しは総額４９億３，０７５万円であり、この内訳は、
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地方道路交付金事業 ４，７６７万円（再設計に不測の日数を要したため）

県単河川改良事業 ４，６９０万円（工事現場に通じる進入路の被災等により

復旧に不測の日数を要したため）

通常砂防事業 ６，２４０万円（労務者の不足等により工事完了に不測の日数を要したため）

公共堰堤改良事業 ２億４，８９５万円（工事現場に通じる進入路の被災等により

復旧に不測の日数を要したため）

現年発生土木災害復旧事業

３９億 ７２０万円（労務者の不足等により工事完了に不測の日数を要したため）

過年発生土木災害復旧事業

５億４，６０３万円（労務者の不足等により工事完了に不測の日数を要したため）

県単災害復旧事業 ７，１６０万円（労務者の不足等により工事完了に不測の日数を要したため）

となっております。

次に、不用額についてでありますが、総額１７億４，３２６万円でありまして、その主なものは、現年発生土木災

害復旧事業の実績減による３億３，６１７万円、災害査定調査事業の実績減による２億７，９５７万円であります。

次に、特別会計について申し上げます。
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能代港エネルギー基地建設用地整備事業特別会計についてでありますが、予算現額は６，１５０万円であり、歳入

につきましては、収入済額５，９０１万円で、９５．９パーセントの収入率となっております。

また、支出済額は５，９０１万円でありまして、支出率は９５．９パーセントであります。

この予算の執行の概要は、能代港灰捨場の管理を行ったものであります。

次に、不用額についてでありますが、総額２４９万円でありまして、能代港灰捨場管理事業の実績減によるもので

あります。

港湾整備事業特別会計についてでありますが、予算現額は３７億５，１６９万円であり、歳入につきましては、収

入済額２７億３，３４７万円で、７２．９パーセントの収入率となっております。

また、支出済額は２７億３，３４７万円でありまして、支出率は７２．９パーセントであります。

この予算の執行の概要は、ふ頭用地等の港湾機能施設の管理運営のほか、秋田港向浜地区・能代港大森地区におい

てふ頭用地造成を実施したものであります。

次に、繰越明許費でありますが、総額９億８，６２０万円であり、この内訳は、

港湾施設補修費 ３，５５０万円（関係機関との計画調整等に不測の日数を要したため）

大森ふ頭用地造成事業 ９億５，０７０万円（関係機関との計画調整等に不測の日数を要したため）

となっております。
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次に、不用額についてでありますが、総額３，２０２万円でありまして、その主なものは、向浜ふ頭用地造成事業

の実績減による１，６４０万円であります。

次に、財産についてでありますが、決算年度末現在の状況を申し上げますと、

有 価 証 券 １，３００万円（決算年度中増減なし）

出資による権利 １億８，１５６万円（決算年度中増減なし）

となっております。

以上が、建設部関係の決算の概要であります。
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令和６年度決算についての出納局長説明要旨

令和６年度出納局関係一般会計及び特別会計の歳入歳出決算について、その概要をご説明申し上げます。

はじめに、一般会計歳入についてでありますが、予算現額８億４，６９４万円、収入済額７億１，８９４万円で、

８４．９パーセントの収入率となっております。

次に、一般会計歳出についてでありますが、予算現額２５億９，２３０万円、支出済額２３億４，３８７万円で、

９０．４パーセントの支出率となっております。

この予算の執行に伴い実施いたしました主要事業の概要は次のとおりであります。

会計事務等の適正な執行につきましては、会計書類の審査を通じた指導を徹底するとともに、実務担当者研修を５

回行ったほか、地方公所の会計事務検査を１６６か所実施し、職員の適正な会計事務の執行と事務処理能力の向上に

努めました。また、物品の調達２５，４８４件について一括集中処理を行ったほか、県の主要な工事について、

１，２７８件の検査を実施しました。 （支出済額 １億５，８３７万円）

県民の利便性の向上につきましては、キャッシュレス端末を６６施設に追加導入し、令和５年度中に導入した２施

設と合わせ、計６８施設で使用料及び手数料をキャッシュレス納付できるようにしました。

（支出済額 ６１８万円）
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県有財産の利活用の推進につきましては、売却を行う県有地等の情報を美の国あきたネットへの掲載やチラシの配

布などで周知し、３件を売却しました。 （支出済額 ３１２万円）

省エネルギーの推進につきましては、県有施設の省エネルギー対策として、民間資金を活用したエスコ事業を４施

設で実施したほか、電気使用量を低減させるため、健康増進交流センター（ユフォーレ）の省エネ改修工事を実施し

ました。 （支出済額 １億１，１２９万円）

次に、繰越明許費でありますが、県庁舎維持管理事業について、第二庁舎エレベーター改修工事に係る半導体部品

の需給逼迫により資材の調達に不測の日数を要したことから、１億８，４５５万円を翌年度に繰り越しております。

次に、不用額についてでありますが、総額６，３８８万円でありまして、その主なものは、財産管理費の実績減に

よる２，８９５万円であります。

次に、特別会計について申し上げます。

証紙特別会計についてでありますが、予算現額は２６億４，６７６万円であり、歳入につきましては、収入済額

２６億５，８３５万円で、１００．４パーセントの収入率となっております。

また、支出済額は２５億７３万円でありまして、支出率は９４．５パーセントであります。

この予算の執行の概要は、自動車税環境性能割や自動車運転免許試験手数料等の証紙による収入を一般会計へ繰り

出したものであります。
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次に、不用額についてでありますが、総額１億４，６０３万円でありまして、その主なものは、一般会計への繰出

金の実績減による１億４，４０１万円であります。

土地取得事業特別会計についてでありますが、予算現額は１０６万円であり、収入済額及び支出済額とも５５万円

でありまして、収入率及び支出率とも５１．８パーセントであります。この予算の執行の概要は、土地開発基金の利

子収入を積み立てたものであります。

次に、不用額についてでありますが、総額５１万円でありまして、土地開発基金積立金の実績減によるものであり

ます。

次に、財産についてでありますが、決算年度末現在の状況を申し上げますと、

債 権 １７万円（決算年度中 １４万円の減）

基 金 １３億３，６７６万円（決算年度中 ５５万円の増）

となっております。

以上が、出納局関係の決算の概要であります。

- 80 -



令和６年度決算についての議会事務局長説明要旨

令和６年度議会事務局関係一般会計の歳出決算について、その概要をご説明申し上げます。

予算現額１１億８，０１０万円、支出済額１１億５，５２１万円で、９７．９パーセントの支出率となっておりま

す。

この予算の執行に伴い実施いたしました主要事業の概要は、次のとおりであります。

議会活動関係につきましては、年度内に定例会及び臨時会を３回開催し、知事、委員会及び議員提出の議案等２９

６件のほか、議会で受理した請願等の案件１９件を審議しました。

また、各常任委員会、特別委員会及び議会運営委員会を延べ１７２日開催するとともに、県内外において、常任委

員会及び議会運営委員会の所管事項の調査及び要請活動を延べ２２回行いました。

（支出済額 ２億９８７万円）

議会広報関係につきましては、広報紙「あきた県議会だより」を４回発行し、県内全世帯に配布するとともに、テ

レビ広報番組「県議会のしおり」を制作し、テレビ放送６回及びＹｏｕＴｕｂｅによる配信等を実施しました。

（支出済額 ４，８３６万円）

次に、不用額についてでありますが、総額２，４８９万円でありまして、その主なものは、委員会審査及び調査に
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係る旅費など、議会活動費等の実績減による１，８８４万円であります。

以上が、議会事務局関係の決算の概要であります。
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令和６年度決算についての人事委員会事務局長説明要旨

令和６年度人事委員会事務局関係一般会計の歳入歳出決算について、その概要をご説明申し上げます。

まず、歳入についてでありますが、予算現額９１万円、収入済額８７万円で、９６．０パーセントの収入率となっ

ております。

次に、歳出についてでありますが、予算現額１億３，２０９万円、支出済額１億２，８２６万円で、９７．１パー

セントの支出率となっております。

この予算の執行に伴い実施いたしました主要事業の概要は、次のとおりであります。

職員の採用試験につきましては、大学卒業程度、短大卒業程度、高校卒業程度の各試験を実施し、５６２人が受験

した結果、１８６人を採用候補者名簿に登載いたしました。

給与に関する調査、報告及び勧告につきましては、職種別民間給与実態調査等を行い、その結果に基づき、議会及

び知事に対し報告及び勧告をいたしました。

次に、不用額についてでありますが、総額３８３万円でありまして、その主なものは、給与費の実績減による１９３

万円であります。

以上が、人事委員会事務局関係の決算の概要であります。
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令和６年度決算についての監査委員事務局長説明要旨

令和６年度監査委員事務局関係一般会計の歳出決算について、その概要をご説明申し上げます。

予算現額２億４，１２２万円、支出済額２億３，７７６万円で、９８．６パーセントの支出率となっております。

この予算の執行に伴い実施いたしました主要事業の概要は次のとおりであります。

包括外部監査につきましては、契約に基づき包括外部監査人が監査を実施したほか、包括外部監査人から報告を受

けた監査の結果を県公報により公表いたしました。 （支出済額 １，１５５万円）

また、普通会計及び公営企業会計の定期監査を本庁及び地方機関２６０課所、行政監査を本庁１５課所で実施した

ほか、財政的援助団体等の監査を公立大学法人国際教養大学など２８団体を対象に行いました。これらの監査の結果

について、議会及び知事等に報告し、県公報により公表するとともに、監査の結果に基づき知事等が講じた措置状況

についても、同様に公表いたしました。 （支出済額 ２億２，６２１万円）

次に、不用額についてでありますが、総額３４６万円でありまして、その主なものは、事務局給与費の実績減によ

る２３０万円であります。

以上が、監査委員事務局関係の決算の概要であります。
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令和６年度決算についての労働委員会事務局長説明要旨

令和６年度労働委員会事務局関係一般会計の歳出決算について、その概要をご説明申し上げます。

予算現額１億３２４万円、支出済額１億４９万円で、９７．３パーセントの支出率となっております。

この予算の執行の概要は、労使紛争の解決を図るために当委員会の運営に要した経費であり、年度内に当委員会が

取り扱った事件の件数につきましては、労働争議のあっせんが２件、個別労働関係紛争のあっせんが２件となってお

ります。

次に、不用額についてでありますが、総額２７５万円でありまして、その主なものは、事務局費の実績減による

１６５万円であります。

以上が、労働委員会事務局関係の決算の概要であります。
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令和６年度決算についての教育長説明要旨

令和６年度教育委員会関係一般会計の歳入歳出決算について、その概要をご説明申し上げます。

はじめに、歳入についてでありますが、予算現額３８６億６，８７７万円、収入済額３４３億７，５３７万円で、

８８．９パーセントの収入率となっております。

次に、歳出についてでありますが、予算現額１，１１９億９，０９４万円、支出済額１，０４９億５０１万円で、

９３．７パーセントの支出率となっております。

この予算の執行に伴い実施いたしました主要事業の概要は次のとおりであります。

新たな人の流れの創出についてでありますが、人材誘致の推進と関係人口の拡大につきましては、「秋田県移住ガ

イドブック」での事業紹介や「あきた移住・交流フェア」でのブース出展により、県外の児童生徒延べ６５名と延べ

２５家族が秋田型教育留学に参加するなど魅力発信を行いました。 （支出済額 ２３０万円）

結婚・出産・子育ての希望がかなう社会の実現についてでありますが、安心して子育てできる体制の充実につきま

しては、多様な保育ニーズに対応するため、私立の幼稚園、保育所及び認定こども園の運営に対して助成したほか、

市町村が行う一時預かり事業や延長保育事業、病児保育事業など、多様な保育サービスを支援しました。

（支出済額 ６８億７，０９９万円）
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また、保育士の負担軽減や労働環境の改善のため、保育補助者や保育士の出産休暇取得に伴う代替職員を任用した

施設を支援しました。 （支出済額 ４，０７９万円）

秋田の将来を支える高い志にあふれる人材の育成についてでありますが、地域に根ざしたキャリア教育の推進につ

きましては、高等学校に職場定着就職支援員２０人を配置するとともに、求人開拓や地域に根ざした企業を紹介する

「ふるさと企業紹介」を実施し、県内就職率の向上を図りました。 （支出済額 ６，３２２万円）

社会の変化とニーズに応じた専門教育の推進につきましては、各分野の専門知識や技術を有する外部講師を県立高

校へ派遣し、特別講義や農業科及び工業科の教員を対象とした研修会を実施することで、最先端の技術を身に付けて

活躍できる人材の育成に向けた専門教育の充実を図りました。 （支出済額 ３９９万円）

確かな学力の育成についてでありますが、新たな時代に対応した「秋田の探究型授業」の推進につきましては、

３０人程度学級を小・中学校全学年で実施し、小学校２４校・中学校４２校に臨時講師・非常勤講師を配置すること

で学習集団の少人数化による基礎学力の定着・向上に努めたほか、県立高校においては、授業で一人１台端末を活用

するなどし、個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実に向けた取組を行いました。

（支出済額 ２億８，０６５万円）

一人ひとりの教育的ニーズに応じた特別支援教育の推進につきましては、教育・医療・福祉等の専門家により構成

した小・中学校等特別支援チームが小・中学校等の要請に応じて相談・支援を実施したほか、高等学校特別支援チー
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ムを編成し、校内体制の充実や児童生徒の学習・生活上支援に関する助言を行いました。 （支出済額 ７１万円）

学びに向かう力を育む就学前教育・保育の推進につきましては、市町村への就学前教育・保育アドバイザーの配置

の促進に向けて取り組んだほか、市町村への訪問や地域の課題に応じた研修の開催により、市町村における幼児教育

推進体制の構築や架け橋期のカリキュラム開発・実施に向け支援しました。 （支出済額 １，８７３万円）

魅力的で良質な教育環境づくりにつきましては、一人１台端末の整備やプログラミング教材の導入を行ったほか、

外部機関を活用した教員研修を実施し、授業の更なる充実を図りました。 （支出済額 ８億２，４２５万円）

県立学校の老朽化や再編に伴う校舎改築等については、鹿角高等学校及び比内支援学校の工事が完了し事業を終了

したほか、金足農業高等学校ほか４校についても引き続き施設整備を実施しました。

（支出済額 ２７億１，９４６万円）

私立高等学校を設置する学校法人の運営費や授業料等を補助することで、教育の質の維持向上及び保護者等の経済

的負担軽減を図りました。 （支出済額 １４億２，９１２万円）

生徒・保護者の利便性の向上を図るとともに、入試業務の大幅な効率化・省力化を図るため、令和８年度入学者選

抜からの導入に向け、高校入試出願システムを構築しました。 （支出済額 ３，３２２万円）

教員がより児童生徒への指導や教材研究等に注力できるよう、小・中学校に学校サポーターを配置したことで、児

童生徒と向き合う時間が確保され、学びの充実につながりました。 （支出済額 １億１００万円）
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小・中学校等における学習者用端末の整備のため、公立学校情報機器整備臨時対策基金を充て１市へ補助を行うと

ともに、令和７年度整備予定の市町村への補助のため、基金を新たに積み立てました。

（支出済額 １４億４，１１９万円）

学校・家庭・地域の連携・協働の推進につきましては、地域社会全体で子どもを育てる体制をつくるために、学校

運営協議会に地域コーディネーターが参画することを市町村に働きかけました。 （支出済額 ５，１６１万円）

また、防災教育について、教職員研修会や学校訪問、外部指導者の派遣を実施し、家庭・地域・関係機関等と連携

協働した防災教育の重要性について、関係者の理解を深めました。 （支出済額 ２５０万円）

グローバル社会で活躍できる人材の育成についてでありますが、グローバル化に対応した英語教育の推進につきま

しては、中学校と高等学校のスムーズな接続と指導方法について、外国語指導助手と中学校・高等学校の英語担当教

員が合同で受講する中高連携授業改善セミナーを実施し、指導法の共有を図るとともに、発信力の強化を図りました。

（支出済額 １億１，６８１万円）

多様な国際教育の推進につきましては、英語ディベートの普及を図るため、即興型ディベート大会やオンラインに

よるディベート交流会を通して、英語の学習意欲を高めました。 （支出済額 ４２万円）

豊かな心と健やかな体の育成についてでありますが、規範意識と自他を尊重する心を育む教育の推進につきまして

は、秋田県いじめ問題対策連絡協議会を開催し、スクールカウンセラー等関係者、関係機関と連携を図りながら、い
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じめの早期発見、解決に向けた取組等を行いました。 （支出済額 ８，０１４万円）

インクルーシブ教育システムの推進につきましては、特別支援学校と小・中学校、高等学校との交流及び共同学習、

特別支援学校と地域の団体等との交流活動の推進に努めました。 （支出済額 ７１万円）

学校における体育活動の充実と健康教育の推進につきましては、小・中学校に特定種目の専門性を有する地域の人

材を派遣し、教員の専門的指導方法等の向上や、運動の楽しさや喜びを実感できる授業づくりを進めたことで、運動

やスポーツをすることが好きな児童生徒の育成を図りました。 （支出済額 ３０５万円）

生涯にわたり学び続けられる環境の構築についてでありますが、多様な学びの場づくりにつきましては、「共に学

び、生きる共生社会コンファレンス」秋田大会をハイブリッド型で開催し、障害者の生涯学習の周知に努めました。

（支出済額 ３２９万円）

良質な文化芸術に親しむ機会の充実と文化遺産の保存・活用につきましては、各社会教育施設において、県民のニ

ーズを考慮しながら特別展・企画展の充実を図り、過去最高となる入場者数を記録するなど、文化芸術に親しむ機会

を提供しました。 （支出済額 ４，４４７万円）

また、秋田県文化財保存活用大綱に基づき、縄文遺跡群や民俗芸能等を活用する機会を設けることで文化財の魅力

を発信したほか、郷土食調査事業の成果を関係団体等と共有し連携を図るなど、文化財の継承活動への意識を高めま

した。 （支出済額 ６，２３４万円）
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次に、予算の繰越でありますが、継続費逓次繰越は総額３７億９，２６１万円であり、この内訳は、

横手高等学校整備事業 １８億６，５０６万円（施行計画の調整のため）

大曲高等学校整備事業 １９億２，７５５万円（施行計画の調整のため）

となっております。

また、繰越明許費は総額１２億４１６万円であり、この内訳は、

盛土崩落対策事業 ３，００２万円（冬季の施工により、

工事計画に遅れが生じたため）

県立学校施設等総合管理計画推進事業 ５，１０６万円（資材等の納入遅れにより、

年度内に工事が完了しなかったため）

金足農業高等学校整備事業 ９，２２２万円（関係機関との計画調整等に

不測の日数を要したため）

栗田支援学校整備事業 ７億８，０９０万円（先行工事の遅れにより、

年度内に工事が完了しなかったため）

保育所等物価高騰対策事業 ３，９９６万円（国の補正予算に伴う補正のため）

ＡＩの活用による英語教育強化事業 １，５００万円（国の補正予算に伴う補正のため）
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ＡＫＩＴＡ ＤＸハイスクール・ラボラトリー事業

１億９，５００万円（国の補正予算に伴う補正のため）

となっております。

次に、不用額についてでありますが、総額２０億８，９１６万円でありまして、その主なものは、教育庁職員及び

学校教職員に支給する給与費及び退職手当の実績減による１３億４，４３１万円であります。

次に、財産についてでありますが、決算年度末現在の状況を申し上げますと、

債 権 ２９万円（決算年度中 １６万円の減）

基 金 ３０億３，２５６万円（決算年度中 １２億５，２２０万円の増）

となっております。

以上が、教育委員会関係の決算の概要であります。

- 92 -



令和６年度決算についての警察本部長説明要旨

令和６年度警察本部関係一般会計の歳入歳出決算について、その概要をご説明申し上げます。

はじめに、歳入についてでありますが、予算現額４７億１，３３３万円、収入済額４１億６，２５１万円で、８８．３

パーセントの収入率となっております。

次に、歳出についてでありますが、予算現額２７４億９，８８２万円、支出済額２６５億６，６８２万円で、９６．６

パーセントの支出率となっております。

警察本部では、令和６年秋田県警察運営の基本方針を「安全で安心な秋田を守る力強い警察～県民に寄り添い県民

とともに～」とし、「県民を犯罪等から守るための取組」等の３項目を重点に運営してまいりました。

その主要事業の概要は次のとおりであります。

１点目は、「県民を犯罪等から守るための取組」についてであります。

「特殊詐欺の被害防止対策と取締りの推進」につきましては、テレビコマーシャル、Ｗｅｂ広告、防犯ポスター等

の様々な媒体を活用した広報啓発活動、高齢者宅を重点とした巡回連絡、金融機関やコンビニエンスストア等と連携

した水際対策を強力に推進した結果、５４件の特殊詐欺被害を未然に防止しました。しかしながら、認知件数は１３５

件と前年に比べ４７件増加し、依然として深刻な状況にあることから、関係機関との連携を一層強化して被害の未然
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防止に向けた諸対策を引き続き推進してまいります。 （支出済額 ４億７，１９３万円）

２点目は、「交通事故防止のための総合的な取組」についてであります。

「横断歩道における「歩行者ファースト」意識の浸透」につきましては、関係機関・団体と連携した交通街頭キャ

ンペーンやデジタルサイネージ、ＳＮＳ等、あらゆる広報媒体を活用した広報啓発活動を推進したほか、参加・体験

・実践型の交通安全教育機器を活用した高齢者安全・安心講習「ふれあい塾」を開催するなどにより、「歩行者ファ

ースト」の意識の醸成を図りました。

その結果、交通事故の発生件数、死者数及び負傷者数のいずれも前年より減少いたしました。しかしながら、全負

傷者数に占める子供の割合は横ばいにあるほか、全死者数に占める高齢者の割合が１２年連続で６割を超えているこ

とから、引き続き各種交通事故防止対策に取り組んでまいります。 （支出済額 １３億７，９０２万円）

３点目は、「社会の変化と多様化する脅威への取組」についてであります。

「サイバー空間の安全の確保」につきましては、サイバー空間の公共空間化が進む中、地域社会全体のサイバーセ

キュリティ水準の向上を図るため、サイバーボランティアと連携して各種イベントにおいて広報啓発活動等を推進し

たほか、各種法令を駆使した取締りを推進し、サイバー犯罪１６６件、６５人を検挙いたしました。

また、サイバー空間の脅威に対処するため、各種研修や教養を行うなど、警察組織全体の対処能力の底上げに努め

ております。 （支出済額 １億４２万円）
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次に、「社会の変化に対応した警察活動の推進」についてであります。

近年における重要な取組の一つであります、「警察活動の基盤強化」につきましては、優秀な人材を確保するため、

年間を通じて対面及びオンラインによる就職説明会を開催したほか、バナー広告やＳＮＳを活用した重層的な情報発

信、試験日程の前倒し、再採用試験制度の導入など、情勢に応じた効果的な採用募集活動を行っております。

（支出済額 １０億３，１８５万円）

次に、予算の繰越でありますが、継続費逓次繰越４億７，０４６万円につきましては、運転免許センター及び交通

機動隊庁舎改築事業について、施工実績により翌年度へ繰り越しております。

また、繰越明許費でありますが、交通信号機整備事業について、道路管理者の交差点工事の遅延に伴い１，００７

万円を翌年度に繰り越しております。

次に、不用額についてでありますが、総額４億５，１４７万円でありまして、その主なものは、給与費の実績減に

よる３億２，５７９万円であります。

次に、財産についてでありますが、決算年度末現在の状況を申し上げますと、

出資による権利 ３億円 （決算年度中増減なし）

となっております。

以上が、警察本部関係の決算の概要であります。
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